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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 71,171 67,394 61,295 64,249 57,371

経常利益 (百万円) 5,018 2,485 1,395 1,828 1,042

当期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) 2,280 1,810 579 227 △3,544

包括利益 (百万円) ― ― ― ― △3,808

純資産額 (百万円) 27,993 22,767 24,381 23,654 20,253

総資産額 (百万円) 98,620 94,850 97,903 97,204 95,918

１株当たり純資産額 (円) 237.71 192.99 207.06 200.58 167.75

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 19.60 15.56 4.98 1.96 △29.84

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.1 23.7 24.6 24.0 21.0

自己資本利益率 (％) 8.1 7.2 2.5 1.0 ―

株価収益率 (倍) 43.2 30.5 74.5 191.5 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,112 4,263 3,487 4,317 3,158

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,802 △3,359 △4,786 △2,827 △5,015

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,510 2,212 2,027 △601 552

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 3,502 6,620 7,375 8,265 6,961

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
1,263

〔4,046〕

1,247

〔3,730〕

1,209

〔3,600〕

1,178

〔3,491〕

1,151

〔3,250〕

(注) １  売上高には消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していないため、また第79期については１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３  第79期の自己資本利益率および株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 49,587 46,675 43,295 47,121 43,009

経常利益 (百万円) 4,830 2,478 2,603 2,629 1,154

当期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) 1,859 774 773 1,053 △3,170

資本金 (百万円) 12,081 12,081 12,081 12,081 12,081

発行済株式総数 (株) 122,074,243122,074,243122,074,243122,074,243122,074,243

純資産額 (百万円) 26,979 20,744 22,581 22,650 19,792

総資産額 (百万円) 93,566 89,867 93,051 93,114 92,164

１株当たり純資産額 (円) 231.70 178.18 193.97 194.58 165.04

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

5

(―)

5

(―)

5

(―)

5

(―)

4

(―)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 15.97 6.65 6.65 9.05 △26.68

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.8 23.1 24.3 24.3 21.5

自己資本利益率 (％) 6.7 3.2 3.6 4.7 ―

株価収益率 (倍) 53.0 71.4 55.8 41.4 ―

配当性向 (％) 31.3 75.1 75.2 55.3 ―

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
762

〔1,568〕

776

〔1,412〕

749

〔1,390〕

829

〔1,389〕

814

〔1,376〕

(注) １  売上高には消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していないため、また第79期については１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３  第79期の自己資本利益率、株価収益率および配当性向については、当期純損失が計上されているため記載して

おりません。
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２ 【沿革】

昭和30年11月 藤田興業㈱の観光部門(箱根小涌園、伊東小涌園、椿山荘、観光街)が分離・独立して藤田観光㈱を

設立

昭和34年４月 箱根ホテル小涌園開業

太閤園開業

昭和36年８月 京都国際ホテル開業

昭和37年12月 芦ノ湖スカイラインを完成し有料自動車道業を開始

昭和38年10月 不動産業に進出しフジタ箱根山マンションの分譲を開始

昭和39年４月 東京証券取引所市場第二部上場

        10月 島原観光ホテル小涌園開業(島原温泉観光㈱)

        12月 能登興業開発㈱設立

昭和40年５月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

        12月 鳥羽小涌園開業

昭和42年３月 下田海中水族館開業

昭和45年２月 ホテルフジタ京都開業

昭和47年４月 東京都港区海岸に本社移転

        ５月 藤田グリーン・サービス㈱設立

昭和48年６月 札幌第１ワシントンホテル開業

        ７月 大阪証券取引所市場第一部上場

昭和49年９月 仙台第１ワシントンホテル開業

昭和52年４月 藤田観光工営㈱設立

昭和55年３月 宇都宮ワシントンホテル開業

        ７月 秋葉原ワシントンホテル開業（平成20年３月 建替のため営業休止、平成22年５月 営業再開）

昭和56年７月 札幌第２ワシントンホテル開業

昭和57年３月 長崎ワシントンホテル開業

        ４月 仙台第２ワシントンホテル開業

昭和58年10月 ホテルフジタ奈良開業

        12月 新宿ワシントンホテル開業

昭和60年５月 新潟ワシントンホテル開業

昭和62年10月 秋田ワシントンホテル開業

        12月 千葉ワシントンホテル開業

昭和63年７月 沖縄ワシントンホテル開業

平成２年６月 藤田観光ワシントンホテル旭川開業

        11月 横浜伊勢佐木町ワシントンホテル開業

カメリアヒルズカントリークラブ開業

平成３年８月 藤田ホテルサービス㈱設立(平成12年３月㈱フェアトンへ商号変更)

        11月 アジュール竹芝開業

平成４年１月 フォーシーズンズホテル椿山荘 東京開業

        ４月 福井ワシントンホテル開業（平成21年５月ホテルフジタ福井へ名称変更）

平成８年４月 キャナルシティ・福岡ワシントンホテル開業

        ９月 成田エアポートワシントンホテル開業

平成10年10月 浦和ワシントンホテル開業

平成11年６月 東京ベイ有明ワシントンホテル開業

平成12年４月 関西エアポートワシントンホテル開業

        10月 横浜桜木町ワシントンホテル開業

平成13年１月 箱根小涌園ユネッサン開業

        12月 藤田ホテルマネジメント㈱設立

平成14年１月 福井ワシントンホテル㈱に以下の６社を合併(平成14年６月藤田観光ワシントンホテル㈱へ商号

変更)

(㈱仙台ワシントンホテル、宇都宮ワシントンホテル㈱、長崎ワシントンホテル㈱、新潟ワシントン

ホテル㈱、秋田ワシントンホテル㈱、沖縄ワシントンホテル㈱)
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平成18年１月 コンヴィヴィオン（ウェディング専用ゲストハウス）開業

        ４月 藤田観光ワシントンホテル㈱を分割会社、以下の７社を承継会社とした会社分割実施

（㈱仙台ワシントンホテルサービス、㈱宇都宮ワシントンホテルサービス、㈱長崎ワシントンホテ

ルサービス、㈱新潟ワシントンホテルサービス、㈱秋田ワシントンホテルサービス、㈱沖縄ワシン

トンホテルサービス、㈱福井ワシントンホテルサービス）

        ５月 現在地東京都文京区関口に本社移転

        ８月 札幌ワシントンホテル開業（札幌第１ワシントンホテルを建替、平成20年10月ホテルグレイス

リー札幌へ名称変更）

        10月 ㈱Plus Thank設立

銀座ワシントンホテル開業（平成20年10月ホテルグレイスリー銀座へ名称変更）

平成19年４月 藤田観光㈱を分割会社、以下の３社を承継会社とした会社分割実施

（札幌ワシントンホテル㈱、キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱、浦和ワシントンホテル

㈱）

        ７月 藤田観光㈱を分割会社、下田アクアサービス㈱を承継会社とした会社分割実施

平成20年10月 ホテルグレイスリー田町開業

平成22年５月 秋葉原ワシントンホテル開業（建替によるリニューアルオープン）
　

　
３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社24社、関連会社２社およびその他の関係会社１社で構成され、ブライダ

ル＆ラグジュアリーホテル、ホテルグレイスリー・ワシントンホテルおよびリゾートの各事業を主な内容

とし、さらに各事業に関連する各種サービス等の提供を行っております。

なお、セグメントごとの各事業に関する位置づけは次のとおりであります。

　
ブライダル＆

ラグジュアリーホテル

… 当社が経営する椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京、太閤園に

加えて、子会社で㈱Plus Thank、藤田観光工営㈱など５社があります。

ホテルグレイスリー・

ワシントンホテル

… 当社が経営する秋葉原、新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木

町の各ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテ

ルアジュール竹芝に加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポー

ト、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントンホテル、ホテルグレイス

リー札幌およびホテルフジタ福井など８社があります。

リゾート … 当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒルズカ

ントリークラブに加えて、子会社で京都国際ホテルを含め３ヶ所（うち

ホテルフジタ京都は平成23年１月末に営業を終了しました）のホテル

を経営する藤田ホテルマネジメント㈱など７社があります。

その他 … 当社が経営する不動産周辺事業に加え、子会社に藤田グリーン・サービ

ス㈱など４社があります。

　
上記の他、持分法適用の東海汽船㈱を含む関連会社２社と、その他の関係会社にＤＯＷＡホールディング

ス㈱があります。同社は非鉄金属製錬、環境・リサイクル、電子材料、金属加工、熱処理の各事業会社を保有

するＤＯＷＡグループの持株会社です。

なお、同社との取引関係については、取引金額が些少であり、重要なものはありません。
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これら当社の企業集団は相互に連携して事業の発展を図っております。なお、事業の系統図は次のとおり

であります。

　
（企業集団の概要図）

　
(注) 1．㈱沖縄ワシントンホテルサービスおよび藤田観光マネジメントサービス㈱は、当連結会計年度末現在、休眠中で

あります。
2．島原温泉観光㈱は平成23年６月30日にホテル営業を終了し、当連結会計年度末現在、清算手続中であります。
3．非連結子会社であったFUJITA KANKO GUAM INC.は平成23年３月24日に清算を結了いたしました。
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４ 【関係会社の状況】

　

(1)連結子会社

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

㈱Plus Thank
 

東京都
文京区

200
ブライダル＆ラ
グジュアリーホ
テル

100.0 ４(３) － －
同社に建物(結
婚式場)を賃貸
しています。

㈱トラベル
プラネット

東京都
文京区

25
ブライダル＆ラ
グジュアリーホ
テル

100.0 ３(２)
 貸付金

22
－ －

藤田観光工営㈱
東京都
文京区

50
ブライダル＆ラ
グジュアリーホ
テル

100.0 ５(４) －
同社は、親会社事業所
の造園工事等を受託
しています。

－

㈱フェアトン
東京都
文京区

50
ブライダル＆ラ
グジュアリーホ
テル

100.0 ７(６) －
同社は、親会社事業所
よりビル管理業務等
を受託しています。

－

㈱ビジュアライフ
東京都
文京区

20
ブライダル＆ラ
グジュアリーホ
テル

51.0 ３(２) －
同社は、親会社の写真
撮影業務等を受託し
ています。

－

札幌ワシントン
ホテル㈱

東京都
文京区

10
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ５(４)
 貸付金

307 －
同社に建物(ホ
テル)を賃貸し
ています。

藤田観光ワシント
ンホテル旭川㈱

北海道
旭川市

200
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ５(４)
 貸付金

604
－ －

浦和ワシントン
ホテル㈱

東京都
文京区

10
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ５(４)
 貸付金

106 － －

㈱福井ワシントン
ホテルサービス

福井県
福井市

100
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ５(４)
 貸付金

416
－ －

関西エアポートワ
シントンホテル㈱
(注)６

東京都
文京区

400
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ５(４)
 貸付金

4,178
－ －

キャナルシティ・
福岡ワシントンホ
テル㈱

東京都
文京区

10
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ６(４)
 貸付金

603 － －

㈱長崎ワシントン
ホテルサービス

長崎県
長崎市

80
ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル

100.0 ４(３)
 貸付金

114
－

同社に建物(ホ
テル)を賃貸し
ています。

㈱沖縄ワシントン
ホテルサービス

沖縄県
那覇市

30

ホテルグレイス
リー・ワシント
ンホテル
(休眠中)

100.0 ４(３)
 貸付金

141
－ －
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名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

伊東リゾート
サービス㈱

静岡県
伊東市

50リゾート 100.0 ５(４) － －
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

鳥羽リゾート
サービス㈱

三重県
鳥羽市

100リゾート 100.0 ４(３) － －
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

島原温泉観光㈱
長崎県
島原市

158
リゾート
(清算手続中)

78.2 －
 
－

 
－ －

藤田ホテル
マネジメント㈱

京都市
中京区

200リゾート 100.0 ７(５) － －
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

下田
アクアサービス㈱

静岡県
下田市

10リゾート 100.0 ５(４)
 貸付金

180 － －

藤田
リゾート開発㈱

東京都
文京区

100リゾート 100.0 ４(２) －
同社は、親会社のゴル
フ場の運営を受託し
ています。

－

能登興業開発㈱
石川県
羽咋郡
宝達志水町

200リゾート
67.6
(2.6)

４(３) － － －

藤田グリーン・
サービス㈱

東京都
文京区

50その他 100.0 ４(３)
 貸付金

828

同社は、親会社の不動
産管理業務等を受託
しています。

同社からＢ＆Ｂ
パンシオン箱根
の建物を賃借し
ています。

リザベーション
サービス㈱

東京都
文京区

10その他 100.0 ５(３) －
同社は、親会社の予約
業務等を受託してい
ます。

－

藤田観光
マネジメント
サービス㈱

東京都
文京区

10
その他
(休眠中)

100.0 ４(１) － － －

藤田プロパティ
マネジメント㈱

東京都
文京区

205その他 100.0 ４(１) － － －

(2)持分法適用関連会社 　 　 　 　 　 　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

東海汽船㈱ 東京都港区 1,100海運業
20.4
(0.2)
[0.2]

１(１) － － －

(3)その他の関係会社 　 　 　 　 　 　 　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

ＤＯＷＡホール
ディングス㈱

東京都
千代田区

36,437非鉄金属業 [31.9]１(０) － － －

　 (注) １　連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　議決権の所有割合の(　　)内は、間接所有割合で内数であります。

３　役員の兼任欄の(　　)内の数は、当社従業員が同社役員を兼任している人数で内数であります。

４　上記の関係会社のうち、東海汽船㈱およびＤＯＷＡホールディングス㈱は、有価証券報告書を提出している会

社であります。

５　上記子会社は、特定子会社に該当しません。

６　債務超過会社であり、債務超過額は5,168百万円であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ブライダル＆ラグジュアリーホテル 409   〔 2,088 〕

ホテルグレイスリー・ワシントンホテル 304   〔   649 〕

リゾート 215   〔   404 〕

その他 40   〔    80 〕

全社（管理部門等） 183   〔    29 〕

合計 1,151   〔 3,250 〕

(注)　従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

814 〔 1,376 〕 42.0 19.5 5,169

　

セグメントの名称 従業員数(名)

ブライダル＆ラグジュアリーホテル 340   〔   813 〕

ホテルグレイスリー・ワシントンホテル 212   〔   417 〕

リゾート 86   〔   122 〕

その他 －   〔    － 〕

全社（管理部門等） 176   〔    24 〕

合計 814   〔 1,376 〕

(注) １　従業員は就業人員であります。臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、藤田観光労働組合が組織(平成23年12月31日現在における組合員数919名)されてお

り、サービス・ツーリズム産業労働組合連合会に加盟しております。なお、労使関係は順調に運営されて

おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、年初には企業収益の回復が進んだものの、デフレ状態の継続など

もあり本格的な景気回復には至らない中、東日本大震災が発生して、原発事故と合わせ、甚大な被害を被り

ました。

震災発生から暫くの間の深刻な経済活動の停滞の後は、復興の動きに合わせて、下期にかけて個人消費の

一部に持ち直しの動きが見られましたが、欧州諸国の財政危機に端を発した欧米の景気減速や円高の進行、

またタイでの洪水被害等の影響もあって、先行きの不透明感が高まりました。

  当社グループを取り巻く事業環境も、とりわけ震災直後にはキャンセルや延期が相次ぎ、ビジネス需要や

外国人旅行客のレジャー需要が急激に落ち込むなど、未曾有の厳しいものとなりました。

 

震災以降、当社グループでは「お客様と従業員の安全確保を最優先とし、お客様に安心・快適な宿泊と食

事を提供するホテル・サービス業の使命を果たし続ける」という行動基準に改めて立ち返り、対応を進め

てまいりました。

  震災による宿泊需要の減少を受けて、お客様のニーズや動向に対応した柔軟な料金設定を推進し、需要の

拡大に努めるなど、売上増加のための施策を展開する一方で、「東日本大震災復興支援募金ディナー」など

のイベントを通じて、被災地および東北地方の復興支援にも努めてまいりました。また、震災後は人と人と

の「絆」や人々の優しさが再認識されるとともに、全体の需要こそ落ち込んだものの、ブランドや他人の好

みにこだわらず自分が価値を認める「本物」に対し、一人ひとりが納得する対価を支払うというニーズの

変化も際立ってきました。

このような状況の中で、宿泊稼働率は６月以降前期比プラスに転ずるなど、震災による急激な減収は、上

期末にはほぼ終息して穏やかな回復過程に入ってきました。椿山荘などの婚礼部門も、下期は売上高・利用

人員ともほぼ前期並みを確保しました。

  コスト面では、大幅な減収に対応すべく、従業員の一時的な処遇変更を含む、緊急対応を徹底したことを

始め、業務の内製化や人員配置の効率化による人件費の削減、節電に対応した省エネ機器の導入、事業運営

の効率化を通じた水道光熱費の削減など、あらゆる分野のコストを改めて見直して、一層の削減に努めまし

た。

売上高は573億円と前期比68億円の減収となりましたが、減収に伴う減益は、その大半を前述のコスト削

減で吸収した結果、営業利益・経常利益ともに前期比８億円減益ながら、営業利益は13億円、経常利益は10

億円と、それぞれ震災後に見直した業績予想を上回る利益を確保しました。

  また一方で、来期以降に実施予定の「事業構造改革」へ向けた施策の一部を実施したことにより特別損

失を48億円計上し、当期純損失は35億円となりました。

　
当連結会計年度の業績の概要およびセグメント別の営業概況は以下のとおりであります。

                                                                    （金額単位：百万円）

　 当連結会計年度 前期比 増減率（％）

売上高 57,371 △6,878 △10.7

営業利益 1,318 △821 △38.4

経常利益 1,042 △785 △43.0

当期純損失（△） △3,544 △3,772 ―

ＲＯＡ（経常利益/総資産） 1.1％ △0.8％ ―

期末借入金残高 41,665 193 0.5
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セグメント別売上高・利益

　 セグメント売上高（百万円） セグメント利益（百万円）

　
当連結
会計年度

前期比 増減率
当連結
会計年度

前期比 増減率

ブライダル＆ラグジュアリー
ホテル

25,260△2,101 △7.7％ 1,418 △212 △13.0％

ホテルグレイスリー・
ワシントンホテル

22,037△1,636 △6.9％ △480 △403 ―

リゾート 10,230△3,130△23.4％ 448 △296 △39.8％

その他 1,658 △113 △6.4％ △96 88 ―

調整額 △1,816 103 ― 28 1 ―

合計 57,371△6,878△10.7％ 1,318 △821 △38.4％

注1. 調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

  2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整しております。

　

セグメント別利用人員・利用単価

　 利用人員（千名） 利用単価（円）

　
当連結
会計年度

前期比 増減率
当連結
会計年度

前期比 増減率

ブライダル＆ラグジュアリー
ホテル

1,463 △48 △3.2％ 17,257 △838 △4.6％

ホテルグレイスリー・
ワシントンホテル

4,513 △218 △4.6％ 4,883 △120 △2.4％

リゾート 2,143 △568 △21.0％ 4,772 △154 △3.1％

合計 8,121 △835 △9.3％ ― ― ―

注1. 利用単価は売上高を利用人員で除して算出しております。

  2. 当連結会計年度より、レストラン利用の婚礼売上など、各事業間で一部異なっていた部門別売上高および利用人

員の集計方法を統一いたしました。前期との比較につきましては、前期数値を統一後の集計方法に置き換えて

行っております。

　

ブライダル＆ラグジュアリーホテル

（椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京、太閤園、南青山コンヴィヴィオン、株式会社トラベルプラネット、藤田観光工営株式会

社、株式会社フェアトン、株式会社ビジュアライフ）

　 売上高（百万円） 利用人員（千名） 利用単価（円）

　 実績 前期比 増減率 実績 前期比 増減率 実績 前期比 増減率

婚礼部門 11,862△772△6.1％ 218 △13△5.9％ 54,414△129△0.2％

宴会部門 4,017△444△10.0％ 409 △18△4.3％ 9,805△619△5.9％

レストラン部門 3,577△153△4.1％ 709 △30△4.1％ 5,041 △1 △0.0％

宿泊部門 1,554△150△8.8％ 126 13 12.4％ 12,298△2,859△18.9％

その他部門 4,248△581△12.0％ ― ― ― ― ― ―

合計 25,260△2,101△7.7％ 1,463△48△3.2％ 17,257△838△4.6％

＊利用単価は単純合算をベースに算出しています。

  婚礼部門は、震災直後に婚礼の延期が多く発生したことを主因に、第１四半期に前期比大幅減収となりまし

たが、その後は概ね前期並みの売上高・利用人員を確保しました。

  宴会、レストラン部門も、震災で謝恩会や歓送迎会などが軒並みキャンセルとなった影響が上期は大きく残

りましたが、下期以降は売上高・利用人員とも前期並みに推移しました。

  宿泊部門（フォーシーズンズホテル椿山荘 東京）は、ＷＥＢ予約限定プランなどの新たな商品販売や、国

内外へのセールス活動の展開に加えて、需要減少に対して機動的な価格設定で対応したことにより、前期比で

利用単価は低下しましたが、利用人員は大きく増加して、第４四半期はほぼ前期並みの売上を計上しました。

  また、その他部門に含まれる株式会社フェアトンの客室清掃事業も、稼動の減少により減収となった結果、

当セグメントの売上高は前期比2,101百万円減収の25,260百万円となり、営業利益（セグメント利益）は同

212百万円減益の1,418百万円となりました。
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ホテルグレイスリー・ワシントンホテル
　

（旭川、浦和、秋葉原、新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、関西エアポート、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントン

ホテル、札幌、銀座、田町の各ホテルグレイスリー、ホテルフジタ福井、アジュール竹芝）

　 売上高（百万円） 利用人員（千名） 利用単価（円）

　 実績 前期比 増減率 実績 前期比 増減率 実績 前期比 増減率

宿泊部門 14,528△960△6.2％ 2,609 18 0.7％ 5,568△411△6.9％

レストラン部門 3,132△437△12.2％ 1,610△211△11.6％ 1,945△14△0.7％

宴会部門 2,919△213△6.8％ 293 △26 △8.3％ 9,955 156 1.6％

その他部門 1,457△25 △1.7％ ― ― ― ― ― ―

合計 22,037△1,636△6.9％ 4,513△218△4.6％ 4,883△120△2.4％

＊利用単価は単純合算をベースに算出しています。

  宿泊部門は、震災による外国人旅行客やビジネス利用客の急激な減少を受けて、利用人員の確保を最優先

に、より柔軟な価格設定で対応しました。またお客様の新しいニーズに対応した、短時間滞在プランや連泊・

早期予約割引プラン、各種特典付きプランなどの品揃えも充実させた結果、通期では利用単価の低下により減

収となりましたが、利用人員は震災直後の減少を補い、前期を若干上回る結果となりました。

  レストラン・宴会部門は、一部店舗での婚礼延期等を含め、利用人員の減少により減収となりました。

  これらの結果、当セグメントの売上高は前期比1,636百万円減収の22,037百万円となり、営業損失（セグメ

ント損失）は同403百万円悪化の480百万円となりましたが、下半期では、前期比137百万円減益の298百万円の

黒字となりました。

　
リゾート

（箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、伊東小涌園、ホテル鳥羽小涌園、島原観光ホテル小涌園、京都国際ホテル、ホテルフジタ京都、ホ

テルフジタ奈良、下田海中水族館、カメリアヒルズカントリークラブ、能登カントリークラブ)

　 売上高（百万円） 利用人員（千名） 利用単価（円）

　 実績 前期比 増減率 実績 前期比 増減率 実績 前期比 増減率

リゾートホテル
部門

6,891△2,073△23.1％ 1,242△363△22.7％ 5,547△34△0.6％

日帰り・レジャー
部門

3,048△1,036△25.4％ 901 △204△18.5％ 3,381△312△8.5％

その他部門 291 △20 △6.5％ ― ― ― ― ― ―

合計 10,230△3,130△23.4％ 2,143△568△21.0％ 4,772△154△3.1％

＊利用単価は単純合算をベースに算出しています。

＊リゾートホテル部門の数値は宿泊の他、休憩や飲食施設のみの利用等、館内利用すべてが含まれています。

  リゾートホテル部門では、震災直後にレジャー自粛や出控えといった影響を顕著に受けましたが、自粛ムー

ドの解消につれて立ち直り、主力の箱根地区における下期の売上高・利用人員はほぼ前期並みまで回復しま

した。しかし、震災の影響に加え、平成23年１月末にホテルフジタ京都、同年６月末に「事業構造改革」の一環

として島原観光ホテル小涌園の営業を終了した影響（２施設合計で前期比1,211百万円の減収）もあり、部門

合計では減収となりました。

日帰り・レジャー部門においても、同様の回復傾向を辿りましたが、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒル

ズカントリークラブが、震災直後に営業を一時休止（２施設合計で前期比285百万円の減収）したことや、子

会社におけるレストラン店舗の受託終了による影響（前期比404百万円の減収）などにより、部門合計では減

収となりました。

  これらの結果、当セグメントの売上高は前期比3,130百万円減収の10,230百万円となり、営業利益（セグメ

ント利益）は同296百万円減益の448百万円となりました。
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その他

（不動産周辺事業、会員制事業など)

  その他の売上高は、前期比113百万円減収の1,658百万円となりましたが、コスト削減などにより、営業損失

（セグメント損失）は同88百万円改善の96百万円となりました。

　

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、6,961百万円（前連結会計年度末比1,303百万円の減

少）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、 3,158百万円のキャッシュ・イン（前連結会計年度比1,159百

万円の収入減）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得を中心に、5,015百万円のキャッシュ・アウト

（前連結会計年度比2,187百万円の支出増）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、 552百万円のキャッシュ・イン（前連結会計年度は601百万円

のキャッシュ・アウト）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)  生産実績

該当事項はありません。

　

　

(2)  受注状況

該当事項はありません。

　

　

(3)  販売実績

  当社グループは、ブライダル＆ラグジュアリー、ホテルグレイスリー・ワシントンホテルおよびリゾートの

各事業を主な内容とし、更に各事業に関連するサービス等の事業活動を展開しています。

  セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ブライダル＆ラグジュアリーホテル 25,260 △7.7

ホテルグレイスリー・ワシントンホテル 22,037 △6.9

リゾート 10,230 △23.4

その他 1,658 △6.4

調整額 △1,816 ―

合計 57,371 △10.7

(注)  1  調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

      2  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成24年度の当社グループを取り巻く事業環境は、震災の復興需要は見込まれるものの、欧米の債務問

題、新興国の成長減速、円高、長期的なデフレの継続等の経済状況を背景に、大幅な回復は見込めず、同業他

社との販売競争が一層激化する中、引き続き厳しい状況が継続するものと予想されます。

  当社グループでは、このような環境下において、「お客様一人ひとりが期待し、望まれる一段上のサービ

スを提供するために、高いサービス力と魅力ある施設を確保し、維持し、徹底した効率化による生産性の向

上を基盤に、改革、成長し続ける企業」を将来像とし、「サービス立社」を目指してまいります。よって、下

記の事項を対処すべき課題と認識し、平成24年を初年度とする中期経営計画に織り込み、取り組んでまいり

ます。

　

＜当社が取り組むべき課題＞

１）事業構造の強化

２）お客様のニーズを捉え、それに応える技術・技能の強化

　

１）事業構造の強化

　

①既存事業の収益力強化

  需要があり、収益のボリュームが大きな目白（椿山荘およびフォーシーズンズホテル椿山荘　東京）

に投資を集中します。施設・設備の強化だけではなく、洗練された、本物を求めるお客様にもご満足い

ただける、高いレベルの料理・サービスを提供することで、集客力を高め、利益の最大化を図ります。

  なお、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京は、フォーシーズンズホテルズ＆リゾーツ社との業務提

携契約を平成24年12月31日をもって終了し「ホテル 椿山荘 東京」として出発いたします。「世界を

もてなす、日本がある。椿山荘」をコンセプトに、世界の人々が日本を思い起こすことができるホテル

として最高級のサービスを提供し続けてまいります。

  お客様のご要望にお応えすべく、客室浴室を庭園眺望に、宴会場のライブキッチン化、料飲店舗の見

直し等を行います。

  昨年取得した太閤園の隣接地において、独立した宴会場の建設に着手し、既存の事業基盤をさらに強

固なものにいたします。

  また、ワシントンホテル事業においては、スクラップアンドビルドによる、収益力強化を図ります。赤

字・低収益事業からは撤退する一方、平成25年春に仙台、秋には広島、平成27年には新宿西口の高層ビ

ル群に位置する新宿ワシントンホテルに続き、２館目として新たに東口にワシントンホテルを開業い

たします。また、ビジネスユースに適した客室だけではなく、観光目的のお客様にも快適にお過ごしい

ただけるように一部の客室のツイン化を進め、新たな需要を取り込んでまいります。
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②将来の成長への布石

ア．ノウハウ事業の拡大

  当社は宿泊、料飲、婚礼、ＭＩＣＥを始めとした宴会、清掃管理、装花、映像事業等、さまざまな事業運

営ノウハウを有しています。平成24年４月に開業する東京大学本郷キャンパス内の「伊藤国際学術研

究センター」の運営受託はその代表例です。その運営ノウハウそのものを事業化し、さらに国内外に展

開してまいります。具体的には、フランチャイジー契約・運営受託・運営指導先を増やしてまいりま

す。同様にケータリング事業の実績も積み上げます。

　

イ．海外需要の取り込み

  国際事業を専門に扱う社内組織を整え、中国、韓国などアジアへの事業の拡大を目指します。現在、上

海に設置している現地事務所を平成24年夏に現地法人化を図り、海外顧客の取り込みのみならず、現地

において、当社グループの事業運営ノウハウをもとに、コンサルタント業務、運営指導業務を主体の受

託を目指します。また、平成24年は韓国での現地事務所を開設し、インバウンドの拡大を目指します。

　

③基盤強化

  大幅な組織改編等を行い、施策のスピードアップを図ると同時に効率的な事業運営体制に変更しま

す。さらに、営業システム、会計システム、人事システム等のインフラ整備などの省力化により、業務効

率を向上させてまいります。

  そして、平成23年来、推し進めてまいりました要員の流動化による繁閑に応じた人員配置、動力設備

の刷新などの省エネ化施策を継続いたします。

  このように、顧客満足度を維持しながら、業務の効率化・合理化を推進し、利益向上を目指してまい

ります。

　

２）お客様のニーズを捉え、それに応える技術・技能の強化

  多岐にわたり、かつ、刻々と変化する顧客ニーズを把握し、新たな顧客層を開拓することを大きな課

題と捉え、そのニーズに応える体制を整備する社長直轄の部門（ダイバーシティ推進室）を新設し、属

性にとらわれない従業員（女性、若者、外国人）の育成、教育、配置を行います。

  また、サービス・料理など各専門分野の最先端技術・技能を身につけ、競合との差別化を行うため、

海外への留学派遣、専門プログラムによる教育、ＯＪＴ制度の充実、全社教育プログラムの見直しなど

を行い、現場力の強化を行います。

  「Ｙｅｓからはじまるサービス」、「おいしいからはじまる料理」、「快適にお過ごしいただける施

設」など常に顧客ニーズを把握し、顧客満足度を向上させます。

 

  以上のような取り組みを中心に当社グループでは、お客様に「最高のサービス」、「最高の料理」、

「最高の空間」をご提供しながら、収益の伸展、将来の成長、および社会貢献に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項を下記のとおり記載いたします。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能

性を認識した上で、発生の回避および発生した場合はその対応に最大限の努力をする所存であります。

  下記事項には、将来に関するものが含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末(平成23年12月31

日)現在において判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限定されるものではありません。

　

１  株価の変動

当社グループは、取引先や関連会社を中心に市場性のある株式を104億円保有しており、株価変動のリ

スクを負っております。当連結会計年度末で市場価格により評価すると含み損となっており、今後の株価

の動向次第で業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

２  減損損失の計上

当社グループは、ホテル建物等の有形固定資産を当連結会計年度末で590億円保有しておりますが、今

後一定規模を上回る不動産価額の下落や事業収支の悪化が発生した場合、有形固定資産の一部について

減損損失が発生する可能性があります。

３  賃借した不動産の継続利用もしくは中途解約

ワシントンホテル等ホテル事業においては、ホテル不動産を長期に賃借しているものがあり、不動産の

所有者が破綻等の状態に陥り、継続利用が困難となった場合には業績に悪影響が生じる可能性がありま

す。またこれらは実質的に解約不能な長期賃貸借契約となっており、何らかの事情に基づき当社グループ

の意図により契約を中途解約することがあった場合、残存期間分の未経過賃料452億円のうちの一部につ

いて、賃料の支払もしくは補填の義務が生じ、業績に悪影響を与える可能性があります。

４  自然災害および流行性疾患の発生

当社グループの設備に影響を及ぼす大地震、台風、異常な降雪等の災害が発生した場合は、営業の一時

停止等や建物の再建等の負担が生じる可能性があります。また、新型インフルエンザ等の流行性疾患が発

生した場合には、遠距離移動の制限や旅行の取りやめが予想され、当社グループの業績に悪影響を与える

可能性があります。

５  不動産周辺事業からの撤退損失

当社グループでは従前、不動産分譲事業を活発に行っていた時期があり、現在でも道路、水道等インフ

ラや不動産管理等の周辺事業を引き続き行っていますが、これらの多くのものは低採算もしくは不採算

であり、これらの事業からの撤退を決めた場合、相応の額の損失が一時的に発生する可能性があります。

６  繰延税金資産

当社グループは将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金に対し、40億円の繰延税金資産を計上し

ています。繰延税金資産は、将来の課税所得等に関する予測に基づき回収可能性を検討し計上しています

が、実際の課税所得が予測を大幅に下回った場合等には回収可能性の見直しを行い、回収可能額まで繰延

税金資産を取崩すことにより、当社グループの業績および財務状況に悪影響を与える可能性があります。

７  食中毒等の事故

安全衛生には十分注意を払っておりますが、万が一食中毒等が発生した場合は、お客さまの信認を損

ね、また営業の一時停止等が生じる可能性があります。
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８  円金利の変動

当連結会計年度末における借入金416億円のうち、70億円は変動金利による借入となっており、今後国

内景気の回復により円金利が上昇すると、金利負担の増大を招く可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1)  重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況に応じ合理的であると

考えられる様々な要因に基づき、見積りおよび判断を行っております。

　

(2)  当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高

当連結会計年度の売上高は57,371百万円（前連結会計年度64,249百万円）となり、6,878百万円

（10.7％）の減収となりました。東日本大震災の発生後、下期には宿泊稼動も回復し、婚礼部門もほぼ

前年並みとなりましたが、震災直後の急激な減収の影響が大きく、通期では大幅な減収となりました。

　

②売上原価および売上総利益

当連結会計年度の売上原価は52,848百万円（前連結会計年度58,597百万円）となり、5,748百万円

（9.8％）の減少となりました。震災に伴う緊急対応や業務の効率化・合理化などによる固定費の削減

を推進した結果、当連結会計年度の売上総利益は4,522百万円（前連結会計年度5,651百万円）となり、

1,129百万円（20.0％）の減益となりました。

また、売上総利益率は8.8％から7.9％へと0.9％減少しました。

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 18/124



　

　

③販売費及び一般管理費ならびに営業利益

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は3,203百万円（前連結会計年度3,510百万円）となり、307

百万円（8.8％）減少しました。前述の固定費削減施策を推進したことによるもので、これらの結果、当

連結会計年度の営業利益は1,318百万円（前連結会計年度2,140百万円）となり、821百万円（38.4％）

の減益となりました。

また、営業利益率は3.3％から2.3％へと1.0％減少しました。

　

④営業外損益および経常利益

当連結会計年度の営業外損益は276百万円の損失（前連結会計年度312百万円の損失）となりまし

た。受取配当金や支払利息など主な収支の計上はほぼ前年並みとなり、この結果、当連結会計年度の経

常利益は1,042百万円（前連結会計年度1,828百万円）と、785百万円（43.0％）の減益となりました。

  また、経常利益率は2.8％から1.8％へと1.0％減少しました。

　

⑤特別損益

当連結会計年度の特別利益は243百万円（前連結会計年度66百万円）となりました。主に、国庫補助

金や預り保証金取崩益の計上などによるものです。

  また、特別損失は4,892百万円（前連結会計年度931百万円）となり、3,960百万円増加しました。「事

業構造改革」へ向けた施策となる契約損失引当金繰入額1,597百万円、減損損失1,053百万円、投資有価

証券評価損883百万円、災害による損失653百万円などが主な内訳です。

⑥法人税等、少数株主損失および当期純損失

当連結会計年度の法人税等は100百万円（前連結会計年度696百万円）となりました。これに少数株

主損失162百万円を加えた結果、当連結会計年度の当期純損失は3,544百万円（前連結会計年度は当期

純利益227百万円）となり、3,772百万円の減益となりました。

　

⑦財政状態の分析

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は12,277百万円（前連結会計年度末13,973百万円）とな

り、1,695百万円（12.1％）減少しました。主に、現金及び預金が1,303百万円減少したことによるもの

です。

　

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は83,641百万円（前連結会計年度末83,231百万円）とな

り、409百万円（0.5％）増加しました。将来の事業展開に向けた固定資産の取得などにより、有形・無

形固定資産が前連結会計年度末に比べて1,201百万円増加した一方、投資有価証券の減少を主要因に、

投資その他の資産が前連結会計年度末に比べて791百万円減少しました。
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（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は、ほぼ前連結会計年度末並みの21,201百万円（前連結

会計年度末21,136百万円）となりました。安定的な資金調達を目的に、長期借入金へのシフトを進めて

きたことにより、短期借入金が1,006百万円減少した一方、１年内返済予定の長期借入金が1,225百万円

増加しております。

　

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は54,463百万円（前連結会計年度末52,413百万円）とな

り、2,049百万円（3.9％）増加しました。契約損失引当金1,597百万円を新たに計上したことが主な要

因となっております。

　

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は20,253百万円（前連結会計年度末23,654百万円）とな

り、3,401百万円（14.4％）減少しました。当期純損失の計上および剰余金の配当により利益剰余金が

4,126百万円減少した一方、第三者割当による自己株式の処分などにより自己株式が1,440百万円、資本

剰余金が441万円それぞれ減少しました。

　

(3)  資本の財源及び資金の流動性についての分析

　

①キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の8,265百万円から1,303百万

円減少し、6,961百万円となりました。各活動区分別の状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より1,159百万円の収入減となる、3,158百万

円のキャッシュ・インとなりました。これは、主に営業減益（前連結会計年度比821百万円の減益）に

よるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より2,187百万円の支出増となる、5,015百万

円のキャッシュ・アウトとなりました。主な要因は、有形・無形固定資産の取得によるキャッシュ・ア

ウト5,284百万円であり、大阪・太閤園の隣接地の取得といった将来の事業展開に向けた投資の他、客

室や宴会場、チャペルのリニューアルなど営業施設の商品力・競争力強化に向けた投資、また前連結会

計年度以前から継続して行っている環境への配慮や、節電要請に応えるための省エネ機器への投資等

を行ったことによるものです。

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 20/124



　

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、552百万円のキャッシュ・イン（前連結会計年度は601百万

円のキャッシュ・アウト）となりました。これは、配当金の支払（少数株主への支払を含む）により

591百万円を支出した一方、第三者割当などによる自己株式の売却収入1,000百万円があったことによ

るものです。借入金の返済と調達はほぼ均衡し、借入金合計は前連結会計年度末比193百万円増加の

41,665百万円となりました。

　

②資金調達と流動性

当社グループは、事業活動のための資金確保、流動性の維持ならびに健全な財政状態を常に目指し、

安定的な営業キャッシュ・フローの確保に努めております。その施策の一つとして、キャッシュマネジ

メントシステムの導入によるグループ各社の余剰資金の一元管理を行い、資金効率の向上を図ってお

ります。また、複数の金融機関と総額で225億円の当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締

結することにより、資金調達リスクに対する補完措置がなされております。

  また安定的な資金調達の一環として長期借入金の比率を高めており、当連結会計年度末の有利子負

債残高は41,665百万円、短期借入金の残高は6,621百万円、長期借入金(一年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む)の残高は35,044百万円となっております。

　

(4)  戦略的現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、震災の復興需要は見込まれるものの、欧米の債務問題、新興国の

成長減速、円高の進行、長期的なデフレの継続等の経済状況を背景に、大幅な回復は見込めず、同業他社と

の販売競争が一層激化する中、引き続き厳しい状況が継続するものと予想されます。このような環境下に

おいて、中期経営計画初年度となる平成24年度は、既存の事業基盤をさらに強固なものにするとともに、

継続的に利益の獲得が可能な事業構造への転換をするために事業の選択と集中を実行してまいります。

また、育成・教育プログラムの見直しなどを行い、現場力を強化し、個人の技術・技能を磨き、常に顧客

ニーズを把握し、顧客満足度を向上させます。この他にも将来の成長の布石として、ノウハウ事業の拡大、

海外需要の取り込みなども行ってまいります。

以上の取り組みなどから、平成24年度については売上高630億円、営業利益20億円、経常利益17億円、当

期純利益８億円と、当連結会計年度と比較して増収増益を見込んでおります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は5,956百万円となり、前連結会計年度との比較では、4,337百万円の増

加となりました。セグメントごとの設備投資は、以下の通りです。

　

　 当連結会計年度 前連結会計年度比

　 （百万円） （百万円）

ブライダル＆ラグジュアリーホテル 4,550 4,070

ホテルグレイスリー・ワシントンホテル 198 △362

リゾート 677 302

計 5,426 4,010

その他 136 △18

全社資産 393 345

合計 5,956 4,337

　

    上記金額には無形固定資産が含まれております。

　

ブライダル＆ラグジュアリーホテルに属する大阪・太閤園において、将来の事業展開に向けた隣接地の

取得を行ったほか、各セグメントで客室や宴会場、チャペルのリニューアルなど営業施設の商品力・競争力

強化に向けた投資を実施しました。また前連結会計年度以前から継続して行っている、環境への配慮や節電

要請に応えるための省エネ機器への投資や、全社資産として人事・管理業務のシステム投資も実施しまし

た。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成23年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

椿山荘
(東京都文京区)

ブライダル
＆ラグジュ
アリーホテ
ル

  レストラン６店舗
  (プラザ・料亭・木春堂)
  宴会場19室
  大宴会場１室

7,483 420
49

( 49 )
142 8,097

112
[338]

フォーシーズンズ
ホテル椿山荘 東京
(東京都文京区)

ブ ラ イ ダ
ル ＆ ラ グ
ジュアリー
ホテル

  客室259室
  レストラン５店舗
  宴会場15室
  会議場１室
  (アンフィシアター)
  スパ・トリートメント施設

10,879 338 － 444 11,662
91

[260]

太閤園
(大阪市都島区)

ブライダル
＆ラグジュ
アリーホテ
ル

  レストラン５店舗
  宴会場(迎賓館)10室
  宴会場(別館)２室
  淀川邸16室

1,312 125
4,131
( 25 )

12 5,582
75

[141]

秋葉原ワシントン
ホテル
(東京都千代田区)

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

  客室369室
  レストラン１店舗
㈱ダイハツより賃借し、営業
をおこなっております。

98 145 － 7 252
27
[ 6]

新宿ワシントン
ホテル
(東京都新宿区)

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

新宿ワシントンホテル本館：
  客室1,296室
  レストラン３店舗
みずほ信託銀行㈱他１名より
賃借し営業をおこなっており
ます。
新宿ワシントンホテル新館：
  客室337室
  (内経営受託分337室)
  レストラン１店舗
  会議室８室
㈱日進産業他１名よりレスト
ラン、会議室を賃借し、営業を
おこなっております。

299 239 － 6 545
64

[139]

横浜ワシントン
ホテル
(横浜市中区)

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

横浜伊勢佐木町ワシントンホ
テル：
  客室399室
  (内経営受託分210室)
  レストラン１店舗
丸八殖産㈱他１名より賃借
し、営業をおこなっておりま
す。
横浜桜木町ワシントンホテ
ル：
  客室553室
  レストラン１店舗
  会議室３室
オリックス不動産投資法人よ
り賃借し営業をおこなってお
ります。

114 61 － 2 177
30
[67]

 
ホテル
グレイスリー銀座
(東京都中央区）
 

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

  客室270室
  レストラン１店舗
恵比寿ガーデンプレイス㈱他
１名より賃借し、営業をおこ
なっております。

38 63 － 2 104
 
14
[17]

ホテル
グレイスリー田町
(東京都港区）

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

  客室216室
  レストラン１店舗
みずほ信託銀行㈱より賃借
し、営業をおこなっておりま
す。

93 72 － 0 166
12
[11]

東京ベイ有明
ワシントンホテル
(東京都江東区)

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

  客室830室
  レストラン２店舗
  宴会場１室
  会議場５室
㈱東京ビッグサイトより賃借
し営業をおこなっておりま
す。

175 122 － 1 300
44
[80]
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事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)

建物
及び構築物

工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

箱根小涌園
(神奈川県足柄下郡
箱根町)

リゾート

ユネッサン：
  ユネッサン
  (浮遊風呂他)
  湯ーとぴあ
  (温泉プール他)
  森の湯
  (露天風呂他)
  ミーオモール
  (ショッピング＆
    レストラン)
  貴賓館・迎賓館
箱根ホテル小涌園：
  客室220室
  レストラン６店舗
  会議場７室
  宴会場４室
ユネッサンイン：
  客室61室
  レストラン１店舗
Ｂ＆Ｂパンシオン：
  客室224室

9,592 103
676

( 584 )
113 10,486

86
[122]

カメリアヒルズ
カントリークラブ
(千葉県袖ヶ浦市)

リゾート
  18ホール
  6,680ヤード
  クラブハウス

2,036 22
3,844
( 585 )

26 5,930
13
[83]

関連事業部
不動産周辺事業
(東京都文京区)

その他
箱根ヴェルデ西館リバティ
その他の設備

1,678 25
 
4,950　　　　　　
( 15,816)

111 6,765
－
[－]

　　
(2) 国内子会社

平成23年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)

建物
及び構築物

工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

札幌ワシ
ントンホ
テル㈱

ホテル
グレイスリー
札幌
(札幌市中央区)

ホテルグ
レ イ ス
リー・ワ
シントン
ホテル

  客室440室
  レストラン１店舗
㈱読売新聞東京本社よ
り賃借し、営業をおこ
なっております。

80 40 － 1 121
17
[33]

藤田観光
ワシント
ンホテル
旭川㈱

藤田観光ワシン
トンホテル旭川
(北海道旭川市)

ホテルグ
レ イ ス
リー・ワ
シントン
ホテル

  客室260室
  (内経営受託分87室)
  レストラン２店舗
  宴会場２室
㈱金市館より賃借し、営
業をおこなっておりま
す。

1 6 － 1 9
8

[19]

㈱福井ワ
シントン
ホ テ ル
サービス

ホテルフジタ
福井
(福井県福井市)

ホテルグ
レ イ ス
リー・ワ
シントン
ホテル

  客室354室
  レストラン４店舗
  宴会場６室
㈱第一ビルディング他
２名より賃借し、営業を
おこなっております。

127 48 － 0 176
23
[45]

関西エア
ポートワ
シントン
ホテル㈱

関西エアポート
ワシントンホテ
ル
(大阪府
泉佐野市)

ホテルグ
レ イ ス
リー・ワ
シントン
ホテル

  客室502室
  レストラン１店舗
  宴会場10室
中央三井信託銀行㈱他
１名より賃借し、営業を
おこなっております。

－ － － － －
13
[66]

キャナル
シティ・
福岡ワシ
ントンホ
テル㈱

キャナルシティ
・福岡ワシント
ンホテル
(福岡市博多区)

ホテルグ
レ イ ス
リー・ワ
シントン
ホテル

  客室423室
住友信託銀行㈱より賃
借し、営業をおこなって
おります。

59 32 － 0 91
12
[17]

㈱長崎ワ

シントン

ホ テ ル

サービス

長崎ワシントン
ホテル
(長崎県長崎市)

ホテルグ
レ イ ス
リー・ワ
シントン
ホテル

  客室300室
  レストラン２店舗
  宴会場１室
㈱伊万里玉屋より賃借
し、営業をおこなってお
ります。

44 36 － 0 82
12
[25]
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会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)建物

及び構築物
工具・
器具・備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

藤田ホテ
ルマネジ
メント㈱

京都国際ホテル
(京都市中京区)

リゾート

  客室274室
  レストラン３店舗
  宴会場15室
親会社より賃借し、営業
をおこなっております。

2 4 － 1 8

59
[106]

ホテルフジタ奈
良
(奈良県奈良市)

リゾート

  客室117室
アーク不動産㈱より賃
借し、営業をおこなって
おります。

－ 1 － － 1

能登興業
開発㈱

能登カントリー
クラブ
(石川県羽咋郡
宝達志水町)

リゾート
  27ホール
  10,569ヤード
  クラブハウス

550 23
939

( 1,277 )
17 1,531

14
[21]

藤 田 グ
リーン・
サービス
㈱

藤田グリーン・
サービス
(東京都文京区)

その他

箱根他７つのウィスタ
リアンライフクラブを
運営受託し、箱根ではホ
テルを親会社に賃貸し
ております。

1,401 10
20
( 1 )

0 1,432
40
[80]

(注) １  帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２  カメリアヒルズカントリークラブの土地の中にはコース勘定2,450百万円、能登興業開発㈱の土地の中には

コース勘定356百万円を含んでおります。

３  上記の他、主なリース資産としてホテル事業で使用しているホテル用備品等があります。

４  臨時従業員数は［  ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了予定
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社

新宿東宝ビル
ワシントンホテル
(仮称)
(東京都新宿区)

ホテルグレイ
スリー・ワシ
ントンホテル

ホテルの
新設

 

2,519
 

―
自己資金
ほか

平成24年
７月

平成27年
４月

同上
仙台ワシントン
ホテル
(仙台市青葉区)

同上 同上 741 ― 同上
平成24年
５月

平成25年
４月

同上
広島ワシントン
ホテル
(広島市中区)

同上 同上 547 ― 同上
平成24年
５月

平成25年
10月

(注)  上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

  経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年3月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 122,074,243122,074,243

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

単元株式数　1,000株

計 122,074,243122,074,243― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年５月６日 ― 122,074,243 ― 12,081 △5,340 3,020

(注)　「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）による旧商法第289条第２項の規定に
基づき、平成17年３月30日開催の定時株主総会の決議および法定手続の完了を経て、平成17年５月
６日に資本準備金5,340百万円を減少し、その他資本剰余金に振り替えました。
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(6) 【所有者別状況】

平成23年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 39 25 313 64 3 11,30111,745 ―

所有株式数
(単元)

― 29,810 406 52,25821,453 1 17,654121,582492,243

所有株式数
の割合(％)

― 24.52 0.33 42.9817.65 0.00 14.52 100 ―

(注)　自己株式2,148,976株は「個人その他」に2,148単元、「単元未満株式の状況」に976株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 38,143 31.24

シージーエムエル－アイピービー
カスタマーコラテラルアカウント
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

CITIGROUP CENTRE,CANADA SQUARE,
CANARY WHARF,LONDON E14 5LB
(東京都品川区東品川二丁目３番14号)

17,328 14.19

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,883 4.00

㈱みずほコーポレート銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託銀
行㈱)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

4,611 3.77

常和ホールディングス㈱ 東京都中央区八重洲二丁目４番１号 3,521 2.88

明治安田生命保険(相)
(常任代理人 資産管理サービス信託銀
行㈱)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

3,008 2.46

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 2,729 2.23

中央三井信託銀行㈱
(常任代理人 日本トラスティ・サービ
ス信託銀行㈱)

東京都港区芝三丁目33番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番11号)

2,428 1.98

清水建設㈱ 東京都港区芝浦一丁目２番３号 1,842 1.50

アサヒビール㈱ 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 1,811 1.48

計 ― 80,306 65.78

(注) １  大株主は、平成23年12月31日現在の株主名簿によるものです。
２  株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
３  当社は、自己株式2,148千株（発行済株式総数に対する割合1.76％）を保有しておりますが、上記大株主から
除いております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,148,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

119,434,000
119,434 ―

単元未満株式
普通株式

492,243
― ―

発行済株式総数 122,074,243― ―

総株主の議決権 ― 119,434 ―

(注) 　単元未満株式には、当社所有の自己株式976株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

藤田観光㈱
東京都文京区関口
二丁目10番８号

2,148,000 ― 2,148,0001.75

計 ― 2,148,000 ― 2,148,0001.75

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 3,824 1

当期間における取得自己株式 67 0

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年3月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。　　　　

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

3,521,000 999 － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(単元未満株式の売渡請求によ
る処分)

1,260 0 － －

保有自己株式数 2,148,976 － 2,149,043 －
　

（注）１  当事業年度における「引き受ける者の募集を行った取得自己株式」は、平成23年４月７日開催の

取締役会決議により実施された、常和ホールディングス㈱を割当先とする第三者割当による自己

株式の処分であります。

      ２  当期間における保有自己株式には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取りおよび処分による株式数は含めておりません。　　　　
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３ 【配当政策】

当社は、剰余金の配当にあたっては株主の皆さまへの還元を十分に配慮し、今後の企業体質の一層の強化

と事業展開に活用する内部留保を勘案のうえ、業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。当

社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。　　

  当期の配当につきましては、来期以降に実施予定の「事業構造改革」へ向けた施策の一環などにより大

幅な純損失の計上となりましたが、経常損益は黒字を確保したことや、継続的かつ安定的な配当の維持など

を勘案し、当社普通株式１株につき金４円としております。

  内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開等の費用として投入していくこととしております。

  なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

（注）  当期を基準日とする剰余金の配当の株主総会の決議年月日ならびに配当金の総額および１株当たり

の配当額は以下のとおりであります。

      株主総会決議日  平成24年３月27日

      配当金の総額           479百万円

      １株当たり配当額      ４円００銭

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高(円) 1,068 845 485 405 389

最低(円) 831 440 345 324 239

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 290 278 283 277 275 275

最低(円) 277 239 246 255 250 250

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役会長
兼

執行役員会長
　 森本  昌憲

昭和21年
７月27日生

昭和44年４月 当社入社

（注）
4

21

平成７年11月 当社業務改革プロジェクトグループ長

平成９年３月 当社取締役業務改革プロジェクトグループ長

平成12年９月 当社取締役箱根小涌園総支配人

平成13年３月 当社常務取締役兼グループ事業戦略担当執行役員

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員レジャー事業部長

平成16年３月 当社専務取締役

平成18年３月 当社取締役副社長

平成19年３月 当社取締役副社長兼執行役員副社長

平成19年４月 当社取締役社長兼執行役員社長

平成20年３月 当社取締役会長兼執行役員会長(現)

取締役社長
兼

執行役員社長
(代表取締役)

　 末澤  和政
昭和23年
９月３日生

昭和47年４月 株式会社日本興業銀行(現 株式会社みずほコーポレート

銀行)入行

（注）

4
30

平成11年６月 同行営業第六部長

平成13年６月 同和鉱業株式会社(現 ＤＯＷＡホールディングス株式会

社)執行役員

平成14年３月 同社執行役員兼当社監査役

平成14年６月 同社取締役コーポレートスタッフ管掌兼当社監査役

平成15年４月 同社取締役・ＣＦＯ(最高財務責任者)

コーポレートスタッフ管掌

平成18年６月 同社取締役副社長

平成19年10月 同社取締役副社長兼当社顧問

平成20年３月 当社取締役社長兼執行役員社長

平成21年８月 当社取締役社長兼執行役員社長事業本部長兼事業本部目

白エリア担当

平成22年２月 当社取締役社長兼執行役員社長(現)

取締役副社長
兼

執行役員
副社長

(代表取締役)

事業本部長 田口  泰一
昭和22年
９月22日生

昭和45年４月 当社入社

（注）

4
23

平成11年３月 当社不動産・会員事業部副事業部長

兼会員営業センター長

平成12年３月 当社企画本部副本部長兼企画部長

平成13年３月 当社取締役兼事業開発戦略担当執行役員

平成16年３月 当社常務取締役コーポレートセンター担当

平成17年３月 当社取締役兼常務執行役員

ワシントンホテルカンパニープレジデント

平成19年４月 当社専務取締役兼専務執行役員

ワシントンホテルカンパニープレジデント

平成21年１月 当社専務取締役兼専務執行役員事業本部副本部長

平成21年８月 当社専務取締役兼専務執行役員事業本部副本部長兼事業

本部中国・四国・九州・沖縄エリア担当兼事業本部料理

・料飲サービス指導部長

平成22年３月 当社取締役副社長兼執行役員副社長事業本部長兼事業本

部長室長

平成23年６月 当社取締役副社長兼執行役員副社長事業本部長兼キャナ

ルシティ・福岡ワシントンホテル株式会社代表取締役社

長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常務取締役
兼

常務執行役員

国際事業
担当

菊永  福芳
昭和26年
３月８日生

昭和48年４月 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

入行

（注）

4
12

平成８年10月 同行谷町支店長

平成10年11月 三和インターナショナルピーエルシー取締役社長

平成14年４月 ＵＦＪソリューションコンサルティング株式会社

取締役社長

平成14年８月 当社執行役員太閤園総支配人

平成16年３月 当社取締役コーポレートセンター担当

平成19年３月 当社常務取締役兼執行役員コーポレートセンター担当

平成21年１月 当社常務取締役兼執行役員管理本部長

平成22年３月 当社常務取締役兼常務執行役員管理本部長兼管理本部事

務指導部長兼＜特命＞国際業務担当兼藤田プロパティマ

ネジメント株式会社代表取締役社長

平成22年８月 当社常務取締役兼常務執行役員管理本部長兼＜特命＞国

際業務担当兼藤田プロパティマネジメント株式会社代表

取締役社長兼株式会社フェアトン代表取締役社長

平成23年５月 当社常務取締役兼常務執行役員管理本部長兼＜特命＞国

際業務担当兼藤田プロパティマネジメント株式会社代表

取締役社長

平成24年３月 当社常務取締役兼常務執行役員国際事業担当(現)

常務取締役
兼

常務執行役員
企画本部長 八丁地 園子

昭和25年
１月15日生

昭和47年４月 株式会社日本興業銀行(現 株式会社みずほコーポレート

銀行)入行

（注）

4
9

平成５年11月 ＩＢＪ International副社長

平成９年６月 株式会社日本興業銀行市場リスク管理室副室長

平成14年３月 興銀リース株式会社執行役員情報機器営業部長

平成16年４月 共立リスクマネジメント株式会社シニアコンサルタント

平成18年１月 株式会社ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ取締役

管理部門長

平成20年４月 エートス・ジャパン・エルエルシー非常勤内部監査人

平成21年４月 当社執行役員管理本部経理・財務担当兼企画本部情報シ

ステム担当

平成22年３月 当社取締役兼執行役員企画本部長兼事業本部副本部長兼

事業本部営業企画推進担当

平成23年３月 当社常務取締役兼常務執行役員企画本部長兼事業本部副

本部長兼事業本部営業企画推進担当

平成23年５月 当社常務取締役兼常務執行役員企画本部長兼事業本部副

本部長

平成24年３月 当社常務取締役兼常務執行役員企画本部長(現)

常務取締役
兼

常務執行役員

人事組織
担当

山田  健昭
昭和33年
７月27日生

昭和57年４月 同和鉱業株式会社(現  ＤＯＷＡホールディングス株式

会社)入社

（注）

4
―

平成15年４月 同社エレクトロニクス＆メタルプロセシングカンパニー

電子材料事業部長

平成18年４月 同社コーポレートスタッフ人事・労働部門部長

平成19年６月 同社執行役員人事担当

平成20年４月 同社執行役員人事・人材開発担当

平成20年６月 同社取締役

平成24年３月 当社常務取締役兼常務執行役員人事組織担当(現)

取締役
兼

執行役員
人事本部長 牧野  龍裕

昭和31年
１月２日生

昭和54年４月 当社入社

（注）

4
13

平成５年７月 当社不動産事業部企画室経営企画課長

平成６年11月 当社不動産部販売課課長

平成８年７月 当社総務部総務課長

平成13年４月 当社総務グループリーダー

平成15年３月 当社取締役コーポレートセンター担当

平成19年３月 当社執行役員リゾートカンパニーバイスプレジデント

平成21年１月 当社執行役員人事本部長

平成21年３月 当社執行役員人事本部長兼人事部長

平成22年３月 当社取締役兼執行役員人事本部長兼人事部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
兼

執行役員
管理本部長 藁科  卓也

昭和35年
11月６日生

昭和58年４月 テルモ株式会社入社

（注）

4
3

平成４年１月 同和鉱業株式会社(現  ＤＯＷＡホールディングス株式

会社)入社

平成13年４月 同社経理部門部長

平成19年３月 同社経理・財務部門部長兼ＤＯＷＡマネジメントサービ

ス株式会社代表取締役社長

平成19年６月 同社執行役員兼経理・財務部門部長兼ＤＯＷＡマネジメ

ントサービス株式会社代表取締役社長

平成20年６月 同社取締役

平成20年12月 同社取締役兼ＤＯＷＡマネジメントサービス株式会社代

表取締役社長

平成21年10月 同社取締役関係会社構造改革担当

平成22年３月 当社取締役兼執行役員管理本部副本部長兼管理本部経理

・財務、購買担当兼＜特命＞事業構造改革担当

平成22年８月 当社取締役兼執行役員管理本部副本部長兼管理本部事務

指導部長兼管理本部経理・財務、購買担当兼＜特命＞事

業構造改革担当

平成24年３月 当社取締役兼執行役員管理本部長兼藤田プロパティマネ

ジメント株式会社代表取締役社長(現)

取締役
兼

執行役員

太閤園
総支配人

浦嶋  幸一
昭和31年
５月11日生

昭和55年４月 当社入社

（注）

4
4

平成13年７月 株式会社秋田ワシントンホテルサービス出向秋田ワシン

トンホテル総支配人

平成15年７月 同社代表取締役社長兼秋田ワシントンホテル総支配人

平成16年３月 十和田ホテル株式会社出向十和田ホテル副総支配人

平成16年６月 同社代表取締役社長兼十和田ホテル総支配人

平成18年７月 藤田ホテルマネジメント株式会社取締役兼ホテルフジタ

京都支配人

平成20年１月 当社執行役員太閤園総支配人

平成24年３月 当社取締役兼執行役員太閤園総支配人兼藤田ホテルマネ

ジメント株式会社代表取締役社長(現)

取締役
兼

執行役員

事業本部
副本部長

佐々木  明
昭和25年
11月11日生

昭和45年４月 当社入社

（注）

4
1

平成10年３月 藤田観光ワシントンホテル旭川株式会社出向藤田観光ワ

シントンホテル旭川総支配人

平成13年９月 株式会社新潟ワシントンホテルサービス出向新潟ワシン

トンホテル総支配人

平成14年６月 当社横浜ワシントンホテル総支配人

平成18年４月 札幌ワシントンホテル株式会社代表取締役社長兼札幌ワ

シントンホテル(現 ホテルグレイスリー札幌)総支配人

平成21年１月 当社執行役員兼札幌ワシントンホテル株式会社代表取締

役社長兼ホテルグレイスリー札幌総支配人

平成23年５月 当社執行役員事業本部長室長

平成24年３月 当社取締役兼執行役員事業本部副本部長兼事業本部長室

長(現)

取締役 　 残間 里江子
昭和25年
３月21日生

昭和45年４月 静岡放送株式会社入社 アナウンサー

（注）

4
1

昭和48年６月 株式会社光文社入社 女性自身編集部記者

昭和55年５月 株式会社キャンディッド(現 株式会社キャンディッド・

コミュニケーションズ)設立、代表取締役社長。平成16年

４月より同社代表取締役会長(現)

平成13年１月 財務省「財政制度等審議会」委員

平成13年２月 国土交通省「社会資本整備審議会」委員

平成16年３月 厚生労働省「2007年ユニバーサル技能五輪国際大会」総

合プロデューサー

平成17年７月 株式会社クリエイティブ・シニア(現 株式会社キャン

ディッド・プロデュース)設立、代表取締役社長(現)

平成21年１月 大人のネットワークclub willbe 創設、代表(現)

平成21年８月 法務省「裁判員制度に関する検討会」委員(現)

平成22年３月 当社取締役(現)

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 34/124



　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常勤監査役 　 濵松  修
昭和24年
11月１日生

昭和44年４月 当社入社

（注）

5
5

平成９年７月 当社箱根小涌園総務支配人

平成11年４月 当社リゾート事業部企画室長

兼箱根小涌園総務支配人

平成15年11月 当社レジャー事業部企画室(ホテルやまなみ総支配人)

平成17年３月 株式会社東京ビーピーエス取締役

平成18年３月 同社専務取締役

平成19年３月 同社専務取締役兼当社コーポレートセンター

総務グループリーダー

平成20年３月 当社常勤監査役(現)

平成21年６月 ＤＯＷＡホールディングス株式会社社外監査役(現)

常勤監査役 　 山口  正三
昭和26年
６月29日生

昭和49年４月 当社入社

（注）

5
1

平成８年４月 当社椿山荘経理課長

平成９年10月 当社リゾート事業部企画室長

平成11年３月 当社内部監査室長

平成13年３月 当社コーポレートセンター運営管理グループリーダー

平成14年３月 株式会社東京ビーピーエス取締役

平成21年９月 当社ＣＳＲ推進室長

平成24年３月 当社常勤監査役(現)

監査役 　 佐藤  金義
昭和21年
８月21日生

昭和45年７月 三井信託銀行株式会社(現 中央三井信託銀行株式会社)

入社

（注）

5
―

平成６年５月 同社北九州支店長

平成８年11月 同社不動産開発部長

平成10年５月 同社渋谷支店長

平成11年６月 京王自動車株式会社取締役経営企画部長

平成14年６月 同社常務取締役営業本部長兼営業管理部長

平成18年10月 同社常務取締役運輸事業本部長

平成21年３月 当社監査役(現)

監査役 　 吉井  出
昭和37年
７月１日生

昭和61年４月 同和鉱業株式会社(現 ＤＯＷＡホールディングス株式会

社)入社

（注）

5
―

平成18年４月 同社エレクトロニクスマテリアルズカンパニー企画室長

平成20年４月 ＤＯＷＡエレクトロニクス株式会社取締役(現)

平成23年４月 ＤＯＷＡホールディングス株式会社企画・広報部門長

(現)

平成23年４月 ＤＯＷＡメタルマイン株式会社取締役(現)

平成23年４月 ＤＯＷＡマネジメントサービス株式会社監査役(現)

平成24年３月 当社監査役(現)

計 　 123
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(注) １  取締役のうち残間里江子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２  監査役のうち佐藤金義氏および吉井出氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３  当社の取締役の任期は１年以内、監査役の任期は４年以内となっております。

４  任期は、平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から、平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

５  任期は、平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から、平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

６  当社では、経営意思決定の迅速化・効率化のために、取締役会は戦略的な経営意思決定および業務執行監督機

関としての機能に重点をおくこととし、グループ全体戦略の責任と事業運営の責任とを明確にすることを目

的として、執行役員制度を導入しております。

    執行役員は20名であり、上記の取締役兼務者10名を除く10名の氏名および主な担当業務は以下のとおりであ

ります。

執行役員 事業本部 東京ベイ有明ワシントンホテル 総支配人 原    一郎

執行役員 事業本部 フォーシーズンズホテル椿山荘 東京 総支配人 富田  秋雄

執行役員 事業本部 中国営業部長 上原    優

執行役員 事業本部 新宿ワシントンホテル 総支配人 北原    昭

執行役員 企画本部 情報システム部長 山石  靖男

執行役員 ダイバーシティ推進室長 木村  修二

執行役員 事業本部 箱根小涌園 総支配人 山足    徹

執行役員 事業本部 椿山荘 料理長 加賀  和広

執行役員 事業本部 椿山荘 総支配人 村田  茂樹

執行役員 企画本部 経営企画部長 中村  雅俊

７  当社は補欠監査役の選任制度を導入し、平成24年３月27日開催の定時株主総会において補欠の社外監査役と

して、黒木宏治氏を選任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ①  企業統治の体制

1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主をはじめとする全てのステークホルダーからの信頼をより高めていくとともに、

企業の社会的責任を果たすために、コーポレート・ガバナンスの仕組みを強化してきました。取締役の経

営責任を明確にし、経営環境の変化に対応できる経営体制を構築するため、平成13年３月に執行役員制度

を導入し、グループ全体の経営戦略・意思決定機能と業務執行機能の分離を図りました。平成13年７月に

は、当社およびその子会社全ての役員、従業員を対象とした「倫理規程」を制定したほか、平成17年３月

には、コンプライアンス体制のさらなる強化と徹底を図るために、トップマネジメント直属の独立組織

「ＣＳＲ推進室」を設置しました。同室はＣＳＲ（企業の社会的責任）全体の推進を担当するものとし、

コンプライアンスの浸透と安全・衛生を中心としたリスクマネジメントの徹底に注力しております。

　

  2) 企業統治の体制の概要

当社は取締役会を原則として毎月１回開催しており、法令で定められた事項および経営上重要な事項

についての決議・報告を行っております。また、経営執行会議を原則として毎月１回開催し、経営環境の

共通認識と対策を議論するとともに、事業運営上の事項を決定しております。

なお、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に対応できる経営体制を構築するため、平成15年

３月に、取締役の任期を就任後２年以内から１年以内に変更いたしました。平成24年３月27日現在、当社

の取締役は総数11名でうち１名が社外取締役です。執行役員は20名で、うち10名が取締役を兼務しており

ます。

また当社は監査役制度を採用しており、平成24年３月27日現在の監査役総数は４名で、うち２名が社外

監査役であります。各監査役は取締役会に出席するとともに、取締役の職務の業務執行に関する監査を実

施し、原則として毎月１回開催する監査役会に報告して監査の実効性と効率化を図っております。

なお、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、当社は社外取締役との間で、職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がないときは会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法425条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。

　

  3) 内部統制システムの整備の状況

  ア．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社は経営理念で当社の使命、価値観を一層具体化するとともに、全ての役員および従業員一人ひとり

の心がけるべき行動あるいは心がまえを明示しております。当社の遵法および社会に開かれた公正で透

明性のある企業を目指しているという姿勢を社内外に宣言するとともに、当社に係わる全ての人々、ス

テークホルダーから信頼される会社の実現を目的とするために「倫理規程」を定め、目的達成のための

過程で起きる様々な法律上および倫理上の問題を解決していくための基準を示しています。

  また、当社は、社長直轄のＣＳＲ推進室を設置し、ＣＳＲ推進室が定期的に実施する内部監査を通じて、

会社の業務が法令、定款および社内規程に即して適当、妥当かつ合理的に行われているか、諸規程が適正、

妥当であるかを検証し、その結果を取締役会および監査役に定期的に報告しています。

さらに、適正かつ効率的な事務処理を全社的に統括管理・指導する部署として事務指導部を設置し、不

正や過誤の防止を図っています。
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そのほか、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報窓口（「りんりんホットライン」）を

設置し、社外を含めた複数の窓口において、通報者に不利益な取扱いをしない内部通報制度を運用してい

ます。

　
　

  イ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役の業務執行に係る職務

のうち「職務権限規程」に基づいた権限により決裁した文書を、法令および「文書取扱規程」に基づき

保存しています。その他の重要文書についても、閲覧、謄写可能な状態で総務担当部署において一元管理

しています。

  また、諸規程の改定は、必要に応じて実施しています。情報の保存および管理に係る安全対策について

は、個人情報保護マニュアル等に基づき、セキュリティソフトの導入等を行い、情報の漏えい、滅失、紛失

の防止策を実施しております。特に重要書類が多く保管されている本社においては、入退出管理等を徹底

し、セキュリティ対策を実施しています。

　

  ウ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の経営に重大な影響を与えるリスクを統括管理するリスク管理委員会を設置し、損失を最小限度

にとどめるための必要な対応を行っています。

　

  エ．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、法令で定められた事項および経営上重要な事項についての

決議・報告を行います。また、取締役会の機能を補完し、より迅速な経営判断を行うために、執行役員およ

び取締役社長が指名した者を構成員とし、取締役社長が議長を務める経営執行会議を毎月１回開催し、経

営環境の共通認識と対策を議論するとともに、事業運営上の事項を決定しています。また、取締役会にお

いて経営計画を策定し、全社および各本部の業績目標を策定し、各本部においては「職務権限規程」なら

びに別途定める業務分掌に基づき、その目標達成に向けた具体案を立案し、実行します。

　

  オ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社の各子会社は、当社の各本部に所属せしめて一体経営を行うとともに、コーポレート・ガバナンス

に必要な諸規程を当社が定める諸規程に準拠して定め、経営計画を策定して業績目標を設定し、その目標

達成に向けた具体策を立案し、実行しています。当社は、「関係会社および有価証券投資先管理規程」に

基づき、各本部を通じて各子会社に対する適切な経営管理を行うほか、ＣＳＲ推進室が直営事業所、子会

社の区別なく定期的に内部監査を実施するとともに、当社常勤監査役が監査役に就任して監査を行い、業

務の適正を確保する体制を整備しています。

　

  カ．監査役を補助すべき使用人および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役からの要請がある場合には、専属の使用人を配置して監査役の命令下において監査業務が遂行

できる体制を確保します。また、その使用人に係る人事異動、人事考課、懲戒処分については、事前に監査

役に報告を行い、了承を得るものとします。

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 38/124



　

  キ．監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、毎月開催される取締役会に出席するほか、毎月１回開催される経営執行会議については、会

議資料の速やかな提出を受けています。さらには、監査役を兼務する子会社の取締役会に出席していま

す。

　監査役は、取締役から法定の事項のほか、当社および当社グループに重大な影響をおよぼす事項などの

内容について速やかに報告を受けるとともに、取締役社長が決裁した回議書ならびに取締役が「回議決

裁規程」により決裁した回議書のうち監査役から請求のあったものについては、閲覧のため回付してい

ます。

　監査役は、ＣＳＲ推進室が実施する内部監査について、監査実施計画を協議し、実施結果についてその報

告を受けています。また、ＣＳＲ推進室が受けた「りんりんホットライン」への通報状況およびその内容

についても定期的に、案件によっては随時、報告を受けています。なお、監査役は、当社の会計監査人から

会計監査内容について報告を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っております。

　

  ク．反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、不当要求に

ついては断固として拒絶することを基本方針としています。また、「倫理規程」の中にその旨を規定し、

全ての役員および従業員に周知徹底しています。

　体制としては、安全対策部を対応統括部署とし、警察、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会、お

よび顧問弁護士等の外部機関と連携して、社内体制の整備や情報の収集・管理等の対応全般を行ってい

ます。各事業所においては、管轄警察署と平素から緊密な連携を保ち、併せて対応統括部署との連絡・通

報・相談体制を確立しています。

　

②  内部監査および監査役監査の状況

当社の内部監査部門としてはＣＳＲ推進室（室長以下計５名）があり、各事業所・子会社の実査など

を通じて社内コンプライアンス状況のチェックを行っております。監査役に対しては、監査実施状況報告

を随時行っているほか、年度の監査計画を事前に提出し、内容についての協議を行っています。

  各監査役は取締役会に出席するとともに、取締役の職務の業務執行に関する監査を実施し、原則として

毎月１回開催する監査役会に報告して監査の実効性と効率化を図っております。また、会計方針、会計処

理の方法等が、会社財産の状況、計算書類等に及ぼす影響、適用すべき会計基準および公正な会計慣行等

に照らして適正であるかについて、監査役と会計監査人との間で意見交換を実施しております。定例の意

見交換の会合は監査計画策定時、四半期レビューおよび期末決算の監査報告書受領の際に持たれ、その他

個別の問題が発生した場合は必要に応じ会合を持っています。なお、常勤監査役２名は、当社経理部門で

の業務経験を有しております。
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③  社外取締役および社外監査役

当社の社外取締役について、残間里江子氏を選任しています。当該社外取締役を選任している理由は、

長年にわたり会社経営に携わっており、また、政府審議会などの公的委員を歴任しているほか、総合プロ

デューサーとして数々の大型イベントを手がけており、その経験・識見を考慮したためです。なお、当社

との間に記載すべき利害関係はありません。

当社の社外監査役について、佐藤金義氏を選任しています。当該社外監査役を選任している理由は、三

井信託銀行株式会社（現 中央三井信託銀行株式会社）などにおいて長年にわたり業務経験を培ってお

り、その経験・識見を考慮したためです。なお、当社との間に記載すべき利害関係はありません。

当社の社外監査役について、吉井出氏を選任しています。当該社外監査役を選任している理由は、同和

鉱業株式会社（現 ＤＯＷＡホールディングス株式会社）において長年にわたり業務経験を培い、現在は

同社子会社の取締役、監査役を兼務するなど、その経験・識見を考慮したためです。なお、当社との間に記

載すべき利害関係はありません。

社外取締役および社外監査役は、それぞれが原則として全ての取締役会に出席し、客観的な立場から必

要に応じて意見を述べており、客観的・中立的な経営監視機能が十分に確保されているものと考えてい

ます。

　

④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

142 142 － － － 8

監査役
(社外監査役を除く。)

26 26 － － － 2

社外役員 12 12 － － － 4

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

    連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員報酬は、「基礎報酬」と「業績報酬」によって構成されております。株主総会の決議により決

定した報酬額の限度内で、役員報酬規程に基づき、経営状況、経済情勢等を勘案して報酬額を決定し

ております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         28銘柄

貸借対照表計上額の合計額    3,582百万円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　

        （前事業年度）

　          特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

1,962,000 883
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱静岡銀行 967,116 713
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 4,913,050 712
取引関係の強化
および長期安定保有目的

清水建設㈱ 1,232,868 429
取引関係の強化
および長期安定保有目的

アサヒビール㈱ 255,900 411
取引関係の強化
および長期安定保有目的

コムシスホールディングス㈱ 315,000 267
取引関係の強化
および長期安定保有目的

サッポロホールディングス㈱ 588,000 213
取引関係の強化
および長期安定保有目的

中央三井トラスト・ホールディン
グス㈱

585,000 188
取引関係の強化
および長期安定保有目的

みずほ信託銀行㈱ 770,000 62
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱八十二銀行 53,130 23
取引関係の強化
および長期安定保有目的

(注)  みずほ信託銀行㈱および㈱八十二銀行は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、

上位10銘柄について記載しております。
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        （当事業年度）

　          特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱静岡銀行 967,116 771
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

1,962,000 655
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,037,250 523
取引関係の強化
および長期安定保有目的

アサヒグループホールディングス
㈱

255,900 434
取引関係の強化
および長期安定保有目的

清水建設㈱ 1,232,868 390
取引関係の強化
および長期安定保有目的

コムシスホールディングス㈱ 315,000 253
取引関係の強化
および長期安定保有目的

サッポロホールディングス㈱ 588,000 175
取引関係の強化
および長期安定保有目的

三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

585,000 138
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱八十二銀行 53,130 23
取引関係の強化
および長期安定保有目的

ＮＫＳＪホールディングス㈱ 3,071 4
取引関係の強化
および長期安定保有目的

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループホールディングス㈱

2,892 4
取引関係の強化
および長期安定保有目的

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑥  会計監査の状況

当社は会計監査人として東陽監査法人を選任しています。会計監査業務を執行した公認会計士は以下

の通りです。

  指定社員  業務執行社員  中塩  信一

  指定社員  業務執行社員  原口  隆志

  指定社員  業務執行社員  田久保  謙

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他４名です。

　

⑦  取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上に当

たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨、また、取締役の選任決議につい

ては累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑨  取締役会にて決議することができる株主総会決議事項

ア．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の定めに基づき、機動的な資本政策を遂行できるよう、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

イ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の定めに基づき、機動的な配当政策を遂行できるよう、取締役会の決議に

よって中間配当を行なうことができる旨を定款に定めております。

　

⑩  株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特

別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行なう旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 40 ― 36 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 40 ― 36 ―

(注)  上記以外に、前連結会計年度において、前々連結会計年度の監査に係る追加報酬の額が２百万円あります。

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません

当連結会計年度

該当事項はありません

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません

当連結会計年度

該当事項はありません

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、当社の事業規模、業務の特性、監査時間等を勘案して適切に報酬の額を決

定しております。
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第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、前連結会計年度（平成22年1月1日から平成22年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成23年1月1日から平成23年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、前事業年度（平成22年1月1日から平成22年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成23年1月1日から平成23年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成

22年12月31日まで)及び前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)及び当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、東陽監査法人による監査を受けております。　

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切かつ適

宜把握する体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報収集に努めるとともに、監

査法人等が主催するセミナーに適宜参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,265 6,961

受取手形及び売掛金 3,202 3,159

有価証券 ※2
 10 －

商品及び製品 118 81

仕掛品 29 25

原材料及び貯蔵品 416 411

繰延税金資産 321 245

その他 1,666 1,426

貸倒引当金 △57 △34

流動資産合計 13,973 12,277

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 92,780

※2
 92,648

減価償却累計額 △53,506 △54,284

建物及び構築物（純額） 39,273 38,364

工具、器具及び備品 13,148 13,379

減価償却累計額 △10,706 △11,175

工具、器具及び備品（純額） 2,442 2,204

土地 ※2
 12,576

※2
 14,745

建設仮勘定 69 9

コース勘定 3,108 2,773

その他 4,376 4,740

減価償却累計額 △3,738 △3,782

その他（純額） 638 957

有形固定資産合計 58,107 59,054

無形固定資産

ソフトウエア 119 203

その他 265 436

無形固定資産合計 384 640

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 12,287

※1, ※2
 11,337

差入保証金 8,760 8,644

繰延税金資産 3,507 3,766

その他 187 222

貸倒引当金 △4 △22

投資その他の資産合計 24,739 23,947

固定資産合計 83,231 83,641

資産合計 97,204 95,918
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,825 1,757

短期借入金 ※2
 7,627

※2
 6,621

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 5,385

※2
 6,611

未払法人税等 280 217

未払消費税等 294 59

賞与引当金 107 98

役員賞与引当金 7 5

ポイント引当金 81 68

その他 5,526 5,760

流動負債合計 21,136 21,201

固定負債

長期借入金 ※2
 28,458

※2
 28,432

退職給付引当金 7,427 7,630

役員退職慰労引当金 190 130

契約損失引当金 － 1,597

会員預り金 14,966 14,671

その他 1,370 2,000

固定負債合計 52,413 54,463

負債合計 73,549 75,665

純資産の部

株主資本

資本金 12,081 12,081

資本剰余金 5,873 5,431

利益剰余金 9,092 4,965

自己株式 △2,351 △910

株主資本合計 24,695 21,568

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,358 △1,460

その他の包括利益累計額合計 △1,358 △1,460

少数株主持分 317 146

純資産合計 23,654 20,253

負債純資産合計 97,204 95,918
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 64,249 57,371

売上原価 58,597 52,848

売上総利益 5,651 4,522

販売費及び一般管理費 ※1
 3,510

※1
 3,203

営業利益 2,140 1,318

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 245 258

持分法による投資利益 46 42

その他 334 282

営業外収益合計 628 585

営業外費用

支払利息 729 715

その他 210 146

営業外費用合計 940 861

経常利益 1,828 1,042

特別利益

国庫補助金 － 81

預り保証金取崩益 51 45

子会社清算益 － 33

施設利用返還金戻入益 8 31

固定資産売却益 ※2
 4

※2
 5

その他 2 45

特別利益合計 66 243

特別損失

契約損失引当金繰入額 － 1,597

減損損失 ※3
 329

※3
 1,053

投資有価証券評価損 － 883

災害による損失 － 653

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 334

固定資産除却損 ※4
 156

※4
 119

子会社清算損 － 61

店舗閉鎖損失 5 43

建物診断費用 20 －

事業撤退損 419 －

その他 0 145

特別損失合計 931 4,892
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

962 △3,606

法人税、住民税及び事業税 266 254

法人税等調整額 430 △154

法人税等合計 696 100

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △3,707

少数株主利益又は少数株主損失（△） 37 △162

当期純利益又は当期純損失（△） 227 △3,544
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △3,707

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △104

持分法適用会社に対する持分相当額 － 3

その他の包括利益合計 － ※2
 △101

包括利益 － ※1
 △3,808

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △3,646

少数株主に係る包括利益 － △162

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 50/124



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,081 12,081

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,081 12,081

資本剰余金

前期末残高 5,873 5,873

当期変動額

自己株式の処分 △0 △441

当期変動額合計 △0 △441

当期末残高 5,873 5,431

利益剰余金

前期末残高 9,447 9,092

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 227 △3,544

当期変動額合計 △354 △4,126

当期末残高 9,092 4,965

自己株式

前期末残高 △2,348 △2,351

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 1 1,441

当期変動額合計 △2 1,440

当期末残高 △2,351 △910

株主資本合計

前期末残高 25,053 24,695

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 227 △3,544

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 1,000

当期変動額合計 △357 △3,127

当期末残高 24,695 21,568
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △960 △1,358

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△398 △101

当期変動額合計 △398 △101

当期末残高 △1,358 △1,460

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △960 △1,358

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△398 △101

当期変動額合計 △398 △101

当期末残高 △1,358 △1,460

少数株主持分

前期末残高 289 317

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 △171

当期変動額合計 28 △171

当期末残高 317 146

純資産合計

前期末残高 24,381 23,654

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 227 △3,544

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 1,000

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △369 △273

当期変動額合計 △726 △3,401

当期末残高 23,654 20,253
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

962 △3,606

減価償却費 3,416 3,409

減損損失 329 1,053

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 365 202

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △59

賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △9

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △2

ポイント引当金の増減額（△は減少） △13 △12

契約損失引当金の増減額（△は減少） － 1,597

受取利息及び受取配当金 △246 △260

支払利息 729 715

為替差損益（△は益） △1 △0

持分法による投資損益（△は益） △46 △42

有形固定資産売却損益（△は益） △4 △5

固定資産除却損 229 187

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 0 △10

投資有価証券評価損益（△は益） － 883

預り保証金取崩益 △51 △45

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 334

子会社清算損益（△は益） － 61

事業撤退損失 419 －

売上債権の増減額（△は増加） 52 42

たな卸資産の増減額（△は増加） 29 45

仕入債務の増減額（△は減少） 295 △68

未払消費税等の増減額（△は減少） 100 △234

その他 △1,029 △283

小計 5,531 3,886

利息及び配当金の受取額 246 259

利息の支払額 △727 △723

法人税等の支払額 △371 △261

子会社清算損の支払額 － △2

事業撤退損失の支払額 △361 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,317 3,158
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,295 △5,284

有形及び無形固定資産の売却による収入 9 184

投資有価証券の取得による支出 △43 △17

投資有価証券の売却による収入 1 36

長期貸付金の回収による収入 2 8

貸付けによる支出 － △39

差入保証金の差入による支出 △1,525 △0

差入保証金の回収による収入 12 116

その他 10 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,827 △5,015

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,706 △1,006

長期借入れによる収入 8,000 6,600

長期借入金の返済による支出 △6,270 △5,400

自己株式の売却による収入 0 1,000

自己株式の取得による支出 △3 △1

配当金の支払額 △581 △581

少数株主への配当金の支払額 △8 △9

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △31 △49

財務活動によるキャッシュ・フロー △601 552

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 889 △1,303

現金及び現金同等物の期首残高 7,375 8,265

現金及び現金同等物の期末残高 8,265 6,961
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項

子会社のうち次の24社を連結に含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル㈱

キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

リザベーションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱Plus Thank

藤田観光マネジメントサービス㈱

㈱ビジュアライフ

藤田プロパティマネジメント㈱

 
非連結子会社のFUJITA KANKO GUAM INC．は、小規模

であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

てそれぞれ連結総資産、連結売上高、当期純損益および

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

て連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の

範囲から除いております。

１  連結の範囲に関する事項

子会社24社の全てを連結に含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル㈱

キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

リザベーションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱Plus Thank

藤田観光マネジメントサービス㈱

㈱ビジュアライフ

藤田プロパティマネジメント㈱

 
 

２  持分法の適用に関する事項

持分法適用会社は下記の関連会社１社であります。

      東海汽船㈱

２  持分法の適用に関する事項

持分法適用会社は下記の関連会社１社であります。

      東海汽船㈱

持分法を適用していない非連結子会社（FUJITA

KANKO GUAM INC．）および関連会社（ワシントンコン

ドミニアム㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみてそれぞれ

当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため、持分法の範囲から除いております。

 

持分法を適用していない関連会社（ワシントンコン

ドミニアム㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみてそれぞれ

当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため、持分法の範囲から除いております。

 

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

同左
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前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

４  会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①  有価証券

      満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

      その他有価証券

      (時価のあるもの)…連結会計年度末前１ヶ月の

市場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算出しております。）

      その他有価証券

      (時価のないもの)…総平均法による原価法

４  会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①  有価証券

      満期保有目的の債券…同左

      その他有価証券

      (時価のあるもの)…同左

 

 

 

      その他有価証券

      (時価のないもの)…同左

  ②  たな卸資産

      評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切

      下げの方法）によっております。

      未成工事支出金    個別法

      その他            移動平均法および最終仕入

                        原価法併用

  ②  たな卸資産

      同左

 

      未成工事支出金    同左

      その他            同左

 
  ③  デリバティブ

      時価法

  ③  デリバティブ

      同左

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①  有形固定資産（リース資産除く）

    定額法

  なお、耐用年数および残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

また、取得価額が10万円以上、20万円未満の減価償

却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①  有形固定資産（リース資産除く）

      同左

  

  ②  無形固定資産（リース資産除く）

    定額法（ソフトウェア除く）

  なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

  ③  リース資産

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

…リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロ

  として算定する方法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年12月

31日以前のものについては、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引続き採

用しております。
 

  ②  無形固定資産（リース資産除く）

      同左

  

 

 

  ③  リース資産

      同左
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前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①  貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については過去の一定期間における貸倒実績か

ら算出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債

権など特定の債権については個別に債権の回収可

能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①  貸倒引当金

      同左

  ②  賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支払に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

  ②  賞与引当金

      同左

  ③  役員賞与引当金

  取締役に対して支給する賞与の支払に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

  ③  役員賞与引当金

      同左

 

  ④  ポイント引当金

  将来のポイントの使用により発生する費用に備

えるため、当連結会計年度末において発生してい

ると認められるポイント債務額を計上しておりま

す。

  ④  ポイント引当金

  同左

 

  ⑤  退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結

会計年度において発生していると認められる額を

計上しております。

  なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)につ

いては、15年による按分額を費用処理しておりま

す。
  また、数理計算上の差異については、発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)
で、翌連結会計年度から定額法により費用処理して
おります。

（会計方針の変更）

  当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その3）」（企業会計基準第19号 平成20

年7月31日）を適用しております。

   数理計算上の差異を翌期から償却するため、これに

よる営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益

に与える影響はありません。

   また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は684百万円であります。
 

  ⑤  退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結

会計年度において発生していると認められる額を

計上しております。

  なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)につ

いては、15年による按分額を費用処理しておりま

す。
  また、数理計算上の差異については、発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)
で、翌連結会計年度から定額法により費用処理して
おります。

 
 
 

  ⑥  役員退職慰労引当金

  執行役員の退職慰労金支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。連結

子会社の一部は、役員の退職慰労金支出に備える

ため、内規に基づく要支給額を計上しております。

  ⑥  役員退職慰労引当金

  同左

 

――――――――   ⑦  契約損失引当金

  不動産賃借契約から発生する損失について、解約

不能期間の見込額を計上しております。
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前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方法

  ①  ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりま

すが、特例処理の適用要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

  ①  ヘッジ会計の方法

      同左

  ②  ヘッジ手段とヘッジ対象

      ヘッジ手段…デリバティブ取引

                  (金利スワップ取引)

      ヘッジ対象…借入金金利

  ②  ヘッジ手段とヘッジ対象

      同左

  ③  ヘッジ方針

  相場変動によるリスクを回避する目的で、対象

物の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッジ

しております。

  ③  ヘッジ方針

      同左

  ④  ヘッジの有効性評価の方法

  原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累

計とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして、評価しております。

但し、金利スワップの特例処理を採用している場

合は、決算日における有効性の評価を省略してお

ります。

      

  ④  ヘッジの有効性評価の方法

      同左

―――――――― (5)  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期投資か

らなっております。

(5)  消費税等の会計処理方法

  税抜方式によっております。

(6)  消費税等の会計処理方法

同左

５  連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。

――――――――

６  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期投資か

らなっております。

――――――――
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

――――――――

 

 

 

 

――――――――
 

 

 

 

 
　
（婚礼・宴会部門に係る一部売上の計上基準の変更）

  婚礼・宴会部門の売上のうち衣装・生花等の納入業者

を介する売上について、これまではお客様からいただい

た金額から納入業者へ支払う原価を差引いた差額を売上

計上しておりましたが、当連結会計年度より、お客様から

いただいた金額を売上計上し、納入業者への支払いを売

上原価として処理する方法に変更しております。

  これは、当該取引の増加により金額的重要性が増して

いるほか、当社の全体的なプロデュースによってサービ

スの提供が行われる婚礼・宴会部門の事業特性や、顧客

の信用リスクを当社が負担していることなどを総合的に

勘案したものであり、これにより経営成績がより適切に

表示されるものです。

  この変更により、従来の会計処理によった場合に比べ、

当連結会計年度の売上高および売上原価がそれぞれ

3,253百万円増加しておりますが、営業利益、経常利益、当

期純利益への影響はありません。なお、セグメントに与え

る影響はセグメント情報に記載しております。
 

（「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

  当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。

  これにより、当連結会計年度の営業利益および経常利

益がそれぞれ18百万円減少しており、税金等調整前当期

純損失は353百万円増加しております。
　
（「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会
社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）

  当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）およ

び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用

しております。

  なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響

はありません。

――――――――
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

――――――――
 

（連結損益計算書）

  当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損

益調整前当期純損失（△）」の科目で表示しておりま

す。

　

【追加情報】

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

――――――――
 

  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」お

よび「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」および「評価・換算差

額等合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
（平成22年12月31日）

当連結会計年度
（平成23年12月31日）

※１  非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

  投資有価証券（株式）          564百万円
 

※１  非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

  投資有価証券（株式）          610百万円
 

※２  担保提供資産の状況は次のとおりであります。

　 　
長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む）および短期借入金28,635百万

円に対して次の担保を提供しております。
    (1) 有形固定資産                  　31,952百万円
    (2) 投資有価証券                   　4,070  〃

また宅地建物取引業に伴う供託として有価証券10

百万円、投資有価証券14百万円を供託している他、

資金決済に関する法律等に基づき、投資有価証券

42百万円を供託しております。

 

※２  担保提供資産の状況は次のとおりであります。

　 　
長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む）および短期借入金28,532百万

円に対して次の担保を提供しております。
    (1) 有形固定資産                  　31,318百万円
    (2) 投資有価証券                   　3,792  〃

また宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証

券23百万円を供託している他、資金決済に関する

法律等に基づき、投資有価証券51百万円を供託し

ております。

 

  ３  偶発債務として、下記のとおり銀行取引に対する債

務保証があります。

パートナーローン利用者             　0百万円

（提携銀行の従業員向け融資制度利用者）

 

――――――――

 
 
 

  ４  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行19行と当座貸越契約および貸出コミットメント

ライン契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約および貸

出コミットメントライン契約に係る借入金未実行

残高等は次のとおりであります。

 

  当座貸越極度額および
  貸出コミットメントラインの総額      22,575百万円
  借入実行残高                         6,975百万円
  差引額                            　15,600百万円
 

  ３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行21行と当座貸越契約および貸出コミットメント

ライン契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約および貸

出コミットメントライン契約に係る借入金未実行

残高等は次のとおりであります。

 

  当座貸越極度額および
  貸出コミットメントラインの総額      22,525百万円
  借入実行残高                         6,325百万円
  差引額                            　16,200百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

※１  販売費、一般管理費のうち主要な費目および金額

役員報酬 295百万円

従業員給料手当 1,553  〃

賞与引当金繰入額 20  〃

役員賞与引当金繰入額 10  〃

退職給付費用 127  〃

役員退職引当金繰入額 23  〃

広告宣伝費 64  〃

保険料 37  〃

地代家賃 17  〃

貸倒引当金繰入額 8  〃

減価償却費 59  〃

※１  販売費、一般管理費のうち主要な費目および金額

役員報酬 273百万円

従業員給料手当 1,358  〃

賞与引当金繰入額 14  〃

役員賞与引当金繰入額 3  〃

退職給付費用 110  〃

役員退職引当金繰入額 5  〃

広告宣伝費 74  〃

保険料 36  〃

地代家賃 17  〃

貸倒引当金繰入額 1  〃

減価償却費 60  〃

※２  固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるもので
あります。

※２  固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるもので
あります。

 

※３  減損損失を認識した資産グループの概要
                                 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額
営業施設 長崎県

島原市他
建物及び構築物 252
工具・器具・備品 45
その他 2
固定資産計 300

遊休
不動産

長野県
茅野市他

土地 29
固定資産計 29

合計 建物及び構築物 252
工具・器具・備品 45
土地 29
その他 2
固定資産計 329

 

 

※３  減損損失を認識した資産グループの概要
                                 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額
営業施設 石川県

羽咋郡他
土地 547
コース勘定 335
建物及び構築物 77
工具・器具・備品 16
その他 47
固定資産計 1,023

遊休
不動産

東京都
八丈島他

土地 30
固定資産計 30

合計 　 土地 577
コース勘定 335
建物及び構築物 77
工具・器具・備品 16
その他 47
固定資産計 1,053

（資産のグルーピングの方法）
  当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産
にグループ化し、事業用資産については事業の種類別（営
業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生
み出す最小の単位にて資産のグルーピングを行いました。
その他の資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分
しました。
 

（資産のグルーピングの方法）
  同左
 

（減損損失の認識に至った経緯）
  営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続してマ
イナスの施設および投資の回収が見込めない資産、営業終
了を決定した施設の資産について減損損失を認識しまし
た。遊休不動産は、市場価格が下落している資産について
減損損失を認識しました。
 

（減損損失の認識に至った経緯）
  同左
 

（回収可能性価額の算定方法）
  営業施設の回収可能価額は、使用価値または正味売却価
額により測定しております。使用価値は将来キャッシュ・
フローを4%で割り引いて算定し、正味売却価額は相続税財
産評価基準に拠る評価額を基礎として評価しております。
遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し
ており、価格指標は鑑定評価額および相続税財産評価基準
に拠る評価額を使用しております。
 
 

（回収可能性価額の算定方法）
  営業施設の回収可能価額は、使用価値または正味売却価
額により測定しております。使用価値は将来キャッシュ・
フローを3%で割り引いて算定し、正味売却価額は相続税財
産評価基準に拠る評価額を基礎として評価しております。
遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し
ており、価格指標は鑑定評価額および相続税財産評価基準
に拠る評価額を使用しております。
 
 

※４  固定資産除却損は、主に椿山荘や箱根小涌園などに
おける施設改装等によるものであります。

 
 

※４  固定資産除却損は、主に京都国際ホテルや椿山荘な
どにおける施設改装等によるものであります。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △170  百万円

少数株主に係る包括利益 37  百万円

計 △132  百万円

　
※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △400  百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 2  百万円

計 △398  百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

　普通株式 122,074,243 － － 122,074,243

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

　普通株式 5,717,367 10,527 1,825 5,726,069

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加        10,527株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少         1,815株

  持分法適用会社に対する持分比率の変動による減少          10株

　

３  新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年３月24日
定時株主総会

普通株式 582 5.00平成21年12月31日平成22年３月25日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 582 5.00平成22年12月31日平成23年３月25日
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当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

　普通株式 122,074,243 ― ― 122,074,243

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

　普通株式 5,726,069 3,824 3,522,269 2,207,624

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加         3,824株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  第三者割当実施による減少                         3,521,000株

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少         1,260株

  持分法適用会社に対する持分比率の変動による減少           9株

　

３  新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月24日
定時株主総会

普通株式 582 5.00平成22年12月31日平成23年３月25日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 479 4.00平成23年12月31日平成24年３月28日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

1  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
   掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日）

1  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
   掲記されている科目の金額との関係

（平成23年12月31日）

（百万円）

現金及び預金勘定 8,265

現金及び現金同等物 8,265

 

（百万円）

現金及び預金勘定 6,961

現金及び現金同等物 6,961

 

　

(リース取引関係)

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)  リース資産の内容

  婚礼・宴会事業における販売システム等のソ

フトウェアです。

(2)  リース資産の減価償却の方法

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 ４ 会計処理基準に関する事項（2）重

要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載の

とおりです。

  なお、リース取引開始日が、平成20年12月31日

以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりです。　　

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)  リース資産の内容

 主に営業施設の熱源設備や、婚礼・宴会事業に

おける販売システムのソフトウェア等です。

(2)  リース資産の減価償却の方法

 同左

　 　
（借主側）

  ①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

 
(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

 
(百万円)

車両運搬具 3 2 － 0

工具・器具

・備品等
1,366 912 50 403

その他 67 38 － 28

合計 1,436 953 50 432

　（注）取得価格相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

（借主側）

  ①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

 
(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

 
(百万円)

車両運搬具 3 3 － 0

工具・器具

・備品等
891 680 26 183

その他 63 41 － 21

合計 958 725 26 205

　（注）同左
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前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

  ②  未経過リース料期末残高相当額およびリース資産

減損勘定期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

1年内 226百万円

1年超 205百万円

合計 432百万円

 

  ②  未経過リース料期末残高相当額およびリース資産

減損勘定期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額

1年内 153百万円

1年超 52百万円

合計 205百万円

 
　

リース資産減損勘定 
期末残高

17百万円

  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

 
リース資産減損勘定 
期末残高

8百万円

  （注）同左

  ③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、および減損損失

支払リース料 315百万円

リース資産減損勘定の
取崩額

10百万円

減価償却費相当額 305百万円

減損損失 －

 

  ③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、および減損損失

支払リース料 236百万円

リース資産減損勘定の
取崩額

8百万円

減価償却費相当額 227百万円

減損損失 －

 
  ④  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

  ④  減価償却費相当額の算定方法

同左

　 　
２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

1年内 5,431百万円

1年超 45,926百万円

合計 51,357百万円

 

２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

1年内 5,314百万円

1年超 39,939百万円

合計 45,254百万円
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(金融商品関係)

前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

　

１  金融商品の状況に関する事項

  (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達計画に基づき、必要な資金を銀行等の金融機関からの借入により調達して

おります。また、デリバティブについては、借入金の金利変動リスクを回避する目的で、対象物の範囲内

に限定して利用しており、投機的な取引は行っておりません。

　

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は顧客に対する信用リスクを有しておりますが、取引相手ごと

に残高管理を行うなど、リスクの低減を図っております。

  有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

を有しておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク管理を行っております。

  営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

  短期借入金及び長期借入金は営業取引や設備投資を目的とした資金調達であります。借入金のうち、

変動金利借入には金利の変動リスクを有しておりますが、一部についてはデリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）を利用して当該リスクを回避しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本

となる事項「４．会計処理基準に関する事項 (4) 重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

　

  (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（(注

２)参照）。

　 　 　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額（※１）

時価（※１） 差額

(1) 現金及び預金 8,265 8,265 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,202 3,202 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

  ①満期保有目的の債券 67 69 2

  ②その他有価証券 12,020 12,147 126

(4) 支払手形及び買掛金 (1,825) (1,825) －

(5) 短期借入金（※２） (7,627) (7,627) －

(6) 長期借入金（※２） (33,844) (33,979) 135

(7) デリバティブ取引 － － －

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 (※２) １年以内に返済期限の到来する長期借入金（連結貸借対照表計上額5,385百万円）については、「(6) 長期借

入金」に含めております。

　
(注１) 金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、国庫債券については取引金融機関から提示された

価格をもって時価としております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「注記事項（有

価証券関係）」をご覧下さい。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(7)

参照）、当該スワップ金利と一体として処理された元利金の合計額を、同様に借入を行った場合に適用される合理

的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(7) デリバティブ取引

金利スワップは全て特例処理を採用しており、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6) 参照）。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額（※１）

非上場株式 209

差入保証金 8,760

会員預り金 (14,966)

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及

び投資有価証券」には含めていません。

  差入保証金および会員預り金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 　 　 　 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 8,265 － － －

受取手形及び売掛金 3,202 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  満期保有目的の債券（国債） 10 42 15 －

合計 11,477 42 15 －

　
(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

                                                                                 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 5,385 6,577 6,083 5,851 4,976 4,968

　
（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）および

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を適用し

ております。
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当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

　

１  金融商品の状況に関する事項

  (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達計画に基づき、必要な資金を銀行等の金融機関からの借入により調達して

おります。また、デリバティブについては、借入金の金利変動リスクを回避する目的で、対象物の範囲内

に限定して利用しており、投機的な取引は行っておりません。

　

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は顧客に対する信用リスクを有しておりますが、取引相手ごと

に残高管理を行うなど、リスクの低減を図っております。

  投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクを有しており

ますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク管理を行っております。

  営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

  短期借入金及び長期借入金は営業取引や設備投資を目的とした資金調達であります。借入金のうち、

変動金利借入には金利の変動リスクを有しておりますが、一部についてはデリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）を利用して当該リスクを回避しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本

となる事項「４．会計処理基準に関する事項 (4) 重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

　

  (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（(注

２)参照）。

　 　 　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額（※１）

時価（※１） 差額

(1) 現金及び預金 6,961 6,961 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,159 3,159 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

  ①満期保有目的の債券 75 77 2

  ②その他有価証券 11,056 11,110 54

(4) 支払手形及び買掛金 (1,757) (1,757) －

(5) 短期借入金（※２） (6,621) (6,621) －

(6) 長期借入金（※２） (35,044) (35,185) 141

(7) デリバティブ取引 － － －

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 (※２) １年以内に返済期限の到来する長期借入金（連結貸借対照表計上額6,611百万円）については、「(6) 長期借

入金」に含めております。

　
(注１) 金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、国庫債券については取引金融機関から提示された

価格をもって時価としております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「注記事項（有

価証券関係）」をご覧下さい。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(7)

参照）、当該スワップ金利と一体として処理された元利金の合計額を、同様に借入を行った場合に適用される合理

的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(7) デリバティブ取引

金利スワップは全て特例処理を採用しており、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6) 参照）。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額（※１）

非上場株式 205

差入保証金 8,644

会員預り金 (14,671)

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及

び投資有価証券」には含めていません。

  差入保証金および会員預り金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 　 　 　 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 6,961 － － －

受取手形及び売掛金 3,159 － － －

投資有価証券 　 　 　 　

  満期保有目的の債券（国債） － 42 32 －

合計 10,120 42 32 －

　
(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

                                                                                 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 6,611 6,700 7,160 6,273 4,684 3,613
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成22年12月31日）

　

１  満期保有目的の債券

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

国債 56 58 2

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

国債 10 10 △0

合計 　 67 69 2

　

２  その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 1,835 1,050 784

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 9,620 11,773 △2,152

合計 　 11,456 12,823 △1,367

　

３  連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 1 － △0

合計 1 － △0

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 73/124



　

当連結会計年度（平成23年12月31日）

　

１  満期保有目的の債券

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

国債 75 77 2

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

国債 － － －

合計 　 75 77 2

　

２  その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 1,598 1,013 584

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 8,847 10,904 △2,057

合計 　 10,445 11,917 △1,472

　

３  連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 36 10 －

合計 36 10 －

　

４  減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券について883百万円減損処理を行っております。なお、株式の

減損処理にあたっては、時価もしくは実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、減損処理を

行っております。但し、時価もしくは実質価額が取得原価まで回復する見込みがあることを合理的な根拠

をもって予測できる場合は、減損処理の対象外としています。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

  該当事項はありません。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

  金利関連

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 21,517 18,372 （注）

  （注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

  該当事項はありません。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

  金利関連

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 23,572 19,470 （注）

  （注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

１  採用している退職給付制度の概要
  当社および連結子会社24社は、退職一時金制度を採用
しております。
 

 
 

１  採用している退職給付制度の概要
  当社および連結子会社24社は、退職一時金制度を採用
しております。

２  退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △8,201百万円

②会計基準変更時差異の未処理
額

△402百万円

③未認識数理計算上の差異 1,175百万円

④退職給付引当金（①+②+③） △7,427百万円

（注）連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法
を採用しております。

 

２  退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △8,006百万円

②会計基準変更時差異の未処理
額

△321百万円

③未認識数理計算上の差異 698百万円

④退職給付引当金（①+②+③） △7,630百万円

（注）連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法
を採用しております。

 

３  退職給付費用に関する事項

①勤務費用 406百万円

②利息費用 163百万円

③会計基準変更時差異の費用処
理額

△80百万円

④数理計算上の差異の費用処理
額

125百万円

⑤退職給付費用（①+②+③+
④）

614百万円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は「①勤務費用」に計上しております。

 

３  退職給付費用に関する事項

①勤務費用 369百万円

②利息費用 107百万円

③会計基準変更時差異の費用処
理額

△80百万円

④数理計算上の差異の費用処理
額

151百万円

⑤退職給付費用（①+②+③+
④）

547百万円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は「①勤務費用」に計上しております。

 

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の
  期間配分方法

期間定額基準

②割引率 1.5％

③会計基準変更時差異の
  処理年数

15年

④数理計算上の差異の
  費用処理年数

　

 
 
　
　

発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
（12年）で、翌連
結会計年度から定
額法により費用処
理しております。
 

 

 

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の
  期間配分方法

期間定額基準

②割引率 1.5％

③会計基準変更時差異の
  処理年数

15年

④数理計算上の差異の
  費用処理年数

　

 
 
　
　

発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
（12年）で、翌連
結会計年度から定
額法により費用処
理しております。
 

 

　 　

　

(ストック・オプション等関係)

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。
 

 
 

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　

前連結会計年度

(平成22年12月31日)

当連結会計年度

(平成23年12月31日)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

（百万円）

繰延税金資産 　

  退職給付引当金繰入限度超過額 3,023

  繰越欠損金 2,385

  投資有価証券評価損 494

  貸倒引当金損金算入限度超過額 50

  減損損失 2,450

  賞与引当金繰入限度超過額 45

  役員退職引当金 106

  連結会社間未実現利益 38

  その他 315

  繰延税金負債との相殺 △665

  繰延税金資産小計 8,245

  評価性引当額 △4,415

  繰延税金資産合計 3,829

繰延税金負債 　

  固定資産圧縮積立金 △665

  その他 △150

  繰延税金資産との相殺 665

  繰延税金負債合計 △150

　 　

 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

（百万円）

繰延税金資産 　

  退職給付引当金繰入限度超過額 2,760

  繰越欠損金 3,223

  契約損失引当金 598

  投資有価証券評価損 387

  貸倒引当金損金算入限度超過額 20

  減損損失 2,523

  賞与引当金繰入限度超過額 40

  役員退職引当金 78

  連結会社間未実現利益 34

  その他 478

  繰延税金負債との相殺 △612

  繰延税金資産小計 9,534

  評価性引当額 △5,523

  繰延税金資産合計 4,011

繰延税金負債 　

  固定資産圧縮積立金 △570

  その他 △219

  繰延税金資産との相殺 612

  繰延税金負債合計 △177

 
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

（％）

法定実効税率 40.7

（調整） 　

  税効果未認識項目の損金算入 △2.1

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目

3.2

  受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△2.9

  連結子会社の税効果未認識 34.6

  評価性引当金増加分 3.7

  評価性引当金等の税効果連結調
整

△12.6

  住民税等均等割 5.3

  その他 2.4

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

72.3

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

 
税金等調整前当期純損失が計上されているため、

当該事項の記載を省略しております。
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前連結会計年度

(平成22年12月31日)

当連結会計年度

(平成23年12月31日)

 

――――――――

 

３  法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰
延税金負債の修正
 
平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対

応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を
改正する法律」（平成23年法律第114号）および
「東日本大震災からの復興のための施策を実施する
ために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平
成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日
以降開始する事業年度より法人税率が変更されるこ
ととなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰
延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一
時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとな
ります。

平成24年12月31日まで                  40.7％
平成25年１月１日から平成27年12月31日  38.0％
平成28年１月１日以降                  35.6％

この税率の変更により繰延税金資産の純額が381
百万円減少し、当連結会計年度に費用計上された法
人税等の金額が同額増加しております。

　

(企業結合等関係)

      前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

      当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

　該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

      当連結会計年度末（平成23年12月31日）

  資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

    【事業の種類別セグメント情報】

      前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

　
ブライダル＆

ラグジュアリー

ホテル事業

ホテル

グレイスリー・

ワシントン

ホテル事業

リゾート事業 その他事業 計
消去又は

全社
連結

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ  売上高及び

営業損益
　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に

対する売上高
25,637 23,657 13,337 1,615 64,249 － 64,249

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,724 16 23 156 1,920 (1,920) －

計 27,362 23,674 13,361 1,772 66,169(1,920)64,249

営業費用 25,731 23,751 12,616 1,957 64,056(1,947)62,108

営業利益又は

営業損失（△）
1,631 △77 744 △185 2,113 26 2,140

Ⅱ  資産、

減価償却費、

減損損失

及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 29,953 15,285 27,313 5,788 78,339 18,865 97,204

減価償却費 1,464 433 1,337 134 3,368 48 3,416

減損損失 0 45 253 23 323 6 329

資本的支出 480 561 374 155 1,571 47 1,619

(注)１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

    ２．各事業の主な営業店舗等
(1)ブライダル＆
ラグジュアリー
ホテル事業 

… 当社が経営する椿山荘、太閤園、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京に加えて、
子会社で㈱Plus Thank、藤田観光工営㈱など5社があります。

(2)ホテル
グレイスリー・
ワシントン
ホテル事業

… 当社が経営する新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、秋葉原の各ワ
シントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリーおよび、ホテルアジュール竹
芝に加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポート、キャナルシティ・福
岡、長崎の各ワシントンホテル、ホテルグレイスリー札幌およびホテルフジタ福
井など8社があります。

(3)リゾート事業 … 当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒルズカントリー
クラブに加えて、子会社で京都国際ホテルを含め3ヶ所のホテルを経営する藤田
ホテルマネジメント㈱など7社があります。

(4)その他事業 … 当社が経営する不動産業周辺事業に加え、子会社に藤田グリーン・サービス㈱、
藤田観光マネジメントサービス㈱などがあります。

    ３．配賦不能営業費用はありません。

    ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は18,859百万円であり、その主なものは親会社で

の余剰運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および親会社の管理本部

に係る資産等であります。

    ５．減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。

    ６．会計方針の変更

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、婚礼・宴会部門に係る一部売上の計上基準を変更しております。この結果、従来の同一の方法に

よった場合と比較して、セグメント別の売上高及び営業費用は、ブライダル＆ラグジュアリーホテ

ル事業が2,768百万円、ホテルグレイスリー・ワシントンホテル事業が537百万円、リゾート事業が

62百万円それぞれ増加し、消去が114百万円増加しております。

　　　　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 79/124



　

    【所在地別セグメント情報】

      前連結会計年度（自  平成22年1月1日  至  平成22年12月31日）

        在外子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

    【海外売上高】

      前連結会計年度（自  平成22年1月1日  至  平成22年12月31日）

        海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

  当社グループは、各種サービスの特性や、これらの提供を行う営業施設を基礎とする事業別セグメント

から構成されており、「ブライダル＆ラグジュアリーホテル」、「ホテルグレイスリー・ワシントンホテ

ル」、「リゾート」の３つの事業を報告セグメントとしております。

  「ブライダル＆ラグジュアリーホテル」は、当社が経営する椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 

東京、太閤園に加えて、子会社で㈱Plus Thank、藤田観光工営㈱など５社があります。

「ホテルグレイスリー・ワシントンホテル」は、当社が経営する秋葉原、新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢

佐木町、横浜桜木町の各ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテルアジュール竹

芝に加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポート、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントン

ホテル、ホテルグレイスリー札幌およびホテルフジタ福井など８社があります。

  「リゾート」は、当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒルズカントリークラ

ブに加えて、子会社で京都国際ホテルを含め３ヶ所（うちホテルフジタ京都は平成23年１月末に営業を

終了しました）のホテルを経営する藤田ホテルマネジメント㈱など７社があります。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部売上高又は振替高は、市

場価格等に基づいております。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情

報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の

情報が開示されているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

連結財務諸表

計上額

(注)３

ブライダル＆

ラグジュア

リーホテル

ホテルグレイ

スリー・ワシ

ントンホテル

リゾート 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 23,64622,00410,21155,8621,50857,371 － 57,371

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
1,613 33 19 1,666 150 1,816△1,816 －

計 25,26022,03710,23057,5291,65859,187△1,81657,371

セグメント利益

又は損失（△）
1,418 △480 448 1,386 △96 1,289 28 1,318

セグメント資産 32,94614,87524,98972,8115,37978,19017,72895,918

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,473 450 1,289 3,213 140 3,353 55 3,409

  減損損失 － 16 882 898 124 1,023 30 1,053

  有形固定資産及び

  無形固定資産の増加額
4,550 198 677 5,426 136 5,562 393 5,956

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産周辺事業、会員制

事業、事務受託業務などがあります。

    ２．調整額は次のとおりです。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額17,728百万円には、各報告セグメントに帰属しない全社資産20,040百万

円、および報告セグメント間取引の相殺消去△2,312百万円が含まれています。全社資産の主なも

のは親会社での余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）および親会社の

管理本部に係る資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額には、セグメント間取引消去△1百万円、各報告セグメントに帰属しない全社

資産の償却額57百万円が含まれております。

(4) 減損損失の調整額は、遊休資産に係る減損損失であります。

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに帰属しないソフトウェ

ア等の設備投資額であります。

    ３．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整しております。

    ４．減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。

　

（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 82/124



　

【関連情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

  該当事項はありません

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

  該当事項はありません
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【関連当事者情報】

      前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

        取引金額が些少であるため、記載を省略しております。

　

      当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

        取引金額が些少であるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

 

１株当たり純資産額 200円58銭

１株当たり当期純利益金額 1円96銭

  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり純資産額 167円75銭

１株当たり当期純損失金額 29円84銭

  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在
していないため記載しておりません。

　 　

(注)　算定上の基礎

１  １株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

当連結会計年度末
(平成23年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 23,654 20,253

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 317 146

  （うち少数株主持分）（百万円） (317) (146)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 23,336 20,107

期末の普通株式の数（千株） 116,348 119,866

　

２  １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

　
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

  当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 227 △3,544

  普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

  普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）（百万円）

227 △3,544

  普通株式の期中平均株式数（千株） 116,352 118,784

　

(重要な後発事象)

　

前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

（東北関東大震災の影響について）

  平成23年３月11日に東北関東大震災が発生しました。

当社および連結子会社の施設に重大な損傷はありません

でしたが、一部の施設において、点検や設備の復旧作業な

どにより営業を縮小しております。なお、この震災によ

り、旅行や宴会の延期および計画停電の実施など、当社グ

ループの営業活動および業績に影響を与える可能性があ

りますが、現時点では影響額の算定が困難であります。

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 7,627 6,621 0.82 －

1年以内に返済予定の長期借入金 5,385 6,611 1.89 －

1年以内に返済予定のリース債務 31 57 － －

長期借入金（1年以内に返済予定
のものを除く）

28,458 28,432 1.73
平成25年１月～
平成32年９月

リース債務（1年以内に返済予定
のものを除く）

62 354 －
平成25年１月～
平成38年３月

その他有利子負債 － － － －

合計 41,565 42,077 － －

(注) １  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 6,700 7,160 6,273 4,684

リース債務 57 25 25 25

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末および直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該各連結会計年

度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しています。
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(2) 【その他】

    当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

回次
第１四半期
連結会計期間

第２四半期
連結会計期間

第３四半期
連結会計期間

第４四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年1月1日

至　平成23年3月31日

自　平成23年4月1日

至　平成23年6月30日

自　平成23年7月1日

至　平成23年9月30日

自　平成23年10月1日

至　平成23年12月31日

売上高 （百万円） 12,324 13,306 14,421 17,319

税金等調整前
四半期純損失（△）

（百万円） △2,484 △33 △4 △1,083

四半期純利益
又は
四半期純損失（△）

（百万円） △1,711 △73 15 △1,775

１株当たり
四半期純利益金額
又は
１株当たり
四半期純損失金額
（△）

（円） △14.71 △0.62 0.13 △14.81
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,481 6,287

売掛金 2,338 2,302

商品及び製品 97 70

原材料及び貯蔵品 296 307

前払費用 653 663

繰延税金資産 282 177

短期貸付金 ※2
 7,808

※2
 7,504

その他 760 520

貸倒引当金 △4,471 △5,090

流動資産合計 15,247 12,743

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 47,835

※1
 47,946

減価償却累計額 △20,895 △21,834

建物（純額） 26,940 26,111

建物附属設備 ※1
 28,638

※1
 29,268

減価償却累計額 △22,072 △22,612

建物附属設備（純額） 6,566 6,656

構築物 ※1
 8,352

※1
 8,670

減価償却累計額 △5,362 △5,620

構築物（純額） 2,990 3,050

機械及び装置 3,369 3,406

減価償却累計額 △2,871 △2,914

機械及び装置（純額） 497 492

車両運搬具 195 195

減価償却累計額 △172 △181

車両運搬具（純額） 23 14

工具、器具及び備品 10,619 10,956

減価償却累計額 △8,546 △9,055

工具、器具及び備品（純額） 2,073 1,901

土地 ※1
 11,150

※1
 13,891

建設仮勘定 69 9

コース勘定 2,450 2,450

山林 42 42

その他 － 362

減価償却累計額 － △18

その他（純額） － 344

有形固定資産合計 52,806 54,966

無形固定資産

商標権 15 13

ソフトウエア 107 194

電話加入権 98 98

その他 127 302
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

無形固定資産合計 349 609

投資その他の資産

投資有価証券 4,133 3,648

関係会社株式 ※1
 10,551

※1
 9,483

出資金 1 1

長期貸付金 4 35

長期前払費用 85 64

繰延税金資産 3,256 3,952

差入保証金 6,528 6,514

その他 152 150

貸倒引当金 △4 △5

投資その他の資産合計 24,711 23,845

固定資産合計 77,866 79,421

資産合計 93,114 92,164

負債の部

流動負債

買掛金 1,490 1,494

短期借入金 ※1, ※2
 9,017

※1, ※2
 7,740

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 5,300

※1
 6,496

未払金 606 923

未払費用 2,208 2,287

未払法人税等 98 77

未払消費税等 197 －

前受金 596 649

預り金 273 251

賞与引当金 84 74

ポイント引当金 51 47

その他 407 425

流動負債合計 20,332 20,467

固定負債

長期借入金 ※1
 28,135

※1
 28,039

受入敷金保証金 1,102 1,033

会員預り金 13,814 13,609

退職給付引当金 6,727 7,027

役員退職慰労引当金 73 55

関係会社事業損失引当金 － 1,285

その他 278 853

固定負債合計 50,132 51,904

負債合計 70,464 72,372
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,081 12,081

資本剰余金

資本準備金 3,020 3,020

その他資本剰余金 2,861 2,420

資本剰余金合計 5,882 5,440

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 969 939

別途積立金 2,500 2,500

繰越利益剰余金 4,903 1,181

利益剰余金合計 8,373 4,620

自己株式 △2,320 △879

株主資本合計 24,016 21,263

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,366 △1,471

評価・換算差額等合計 △1,366 △1,471

純資産合計 22,650 19,792

負債純資産合計 93,114 92,164
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 ※1
 47,121

※1
 43,009

売上原価 ※2
 42,370

※2
 39,190

売上総利益 4,751 3,818

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 61 72

旅費及び交通費 128 97

役員報酬 204 181

給料及び賞与 1,272 1,144

法定福利費 185 178

賞与引当金繰入額 22 22

退職給付費用 110 104

役員退職慰労引当金繰入額 13 2

地代家賃 14 15

業務委託費 74 71

減価償却費 48 51

租税公課 128 111

その他 599 630

販売費及び一般管理費合計 ※3
 2,866

※3
 2,684

営業利益 1,885 1,133

営業外収益

受取利息 55 38

受取配当金 ※4
 1,278

※4
 550

受取手数料 1 1

受取地代家賃 76 71

生命保険配当金 44 41

その他 167 159

営業外収益合計 1,624 862

営業外費用

支払利息 728 710

その他 151 131

営業外費用合計 879 842

経常利益 2,629 1,154

特別利益

国庫補助金 － 64

子会社清算益 － 33

固定資産売却益 ※5
 4

※5
 5

関係会社配当金 84 －

その他 2 23

特別利益合計 91 127
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

特別損失

関係会社事業損失引当金繰入額 － 1,285

貸倒引当金繰入額 674 950

投資有価証券評価損 － 881

災害による損失 － 633

関係会社株式評価損 － 550

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 161

減損損失 ※6
 29

※6
 154

固定資産除却損 ※7
 139

※7
 115

事業撤退損 419 －

建物診断費用 20 －

その他 0 275

特別損失合計 1,282 5,009

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 1,438 △3,727

法人税、住民税及び事業税 36 33

法人税等調整額 348 △590

法人税等合計 385 △557

当期純利益又は当期純損失（△） 1,053 △3,170
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【売上原価明細書】

　

　 前事業年度

(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度

(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

区分 金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (1) 料理、飲物材料費 3,742 8.8 3,496 8.9

 (2) 売店商品原価 1,594 3.8 1,470 3.8

 (3) その他の材料費 4,093 9.7 3,922 10.0

 (4) 従業員給料手当他 10,062 23.7 8,709 22.2

 (5) 賞与引当金繰入額 50 0.2 50 0.1

 (6) 退職給付費用 400 0.9 410 1.1

 (7) 水道光熱費 2,200 5.2 2,085 5.3

 (8) 広告宣伝費 649 1.5 561 1.4

 (9) 修繕費 709 1.7 680 1.7

(10) 手数料 1,629 3.8 1,514 3.9

(11) 地代家賃 4,812 11.4 4,770 12.2

(12) 業務委託費 2,885 6.8 2,694 6.9

(13) 減価償却費 3,041 7.2 2,916 7.4

(14) その他諸経費 6,497 15.3 5,906 15.1

売上原価合計 42,370 100.0 39,190 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,081 12,081

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,081 12,081

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,020 3,020

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,020 3,020

その他資本剰余金

前期末残高 2,862 2,861

当期変動額

自己株式の処分 △0 △441

当期変動額合計 △0 △441

当期末残高 2,861 2,420

資本剰余金合計

前期末残高 5,882 5,882

当期変動額

自己株式の処分 △0 △441

当期変動額合計 △0 △441

当期末残高 5,882 5,440

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 999 969

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △30 △30

当期変動額合計 △30 △30

当期末残高 969 939

別途積立金

前期末残高 2,500 2,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,500 2,500

繰越利益剰余金

前期末残高 4,402 4,903
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 1,053 △3,170

固定資産圧縮積立金の取崩 30 30

当期変動額合計 501 △3,722

当期末残高 4,903 1,181

利益剰余金合計

前期末残高 7,901 8,373

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 1,053 △3,170

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 471 △3,752

当期末残高 8,373 4,620

自己株式

前期末残高 △2,317 △2,320

当期変動額

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 1 1,441

当期変動額合計 △2 1,440

当期末残高 △2,320 △879

株主資本合計

前期末残高 23,548 24,016

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 1,053 △3,170

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 1,000

当期変動額合計 468 △2,753

当期末残高 24,016 21,263
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △967 △1,366

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△399 △104

当期変動額合計 △399 △104

当期末残高 △1,366 △1,471

評価・換算差額等合計

前期末残高 △967 △1,366

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△399 △104

当期変動額合計 △399 △104

当期末残高 △1,366 △1,471

純資産合計

前期末残高 22,581 22,650

当期変動額

剰余金の配当 △582 △582

当期純利益又は当期純損失（△） 1,053 △3,170

自己株式の取得 △3 △1

自己株式の処分 0 1,000

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △399 △104

当期変動額合計 68 △2,857

当期末残高 22,650 19,792
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【重要な会計方針】

　

前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

１  有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…総平均法による
                            原価法
その他有価証券
(時価のあるもの)…事業年度末前１ヶ月の市場価格
                  等の平均に基づく時価法（評価
                  差額は全部純資産直入法によ
                  り処理し、売却原価は総平均
                  法により算出しております。）
その他有価証券

(時価のないもの)…総平均法による原価法
 

１  有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券…同左
子会社株式及び関連会社株式…同左
 
その他有価証券
(時価のあるもの)…同左
 

 
 
その他有価証券

(時価のないもの)…同左

 

２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）によっております。

商品及び製品、原材料及び貯蔵品
…移動平均法および最終仕入原価法併用

 

２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左
 

商品及び製品、原材料及び貯蔵品
…同左

 
３  デリバティブ

時価法

３  デリバティブ

同左
 

４  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）
定額法

なお、耐用年数および残存価額については、法人税
法に規定する方法と同一の基準によっております。
また、取得価額が10万円以上、20万円未満の減価償
却資産については、３年間で均等償却しておりま
す。

４  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）
同左

 

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

定額法(ソフトウェア除く)

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

同左

 

(3) リース資産

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

    リース資産

  …リース期間を耐用年数として残存価額をゼロ

    として算定する方法

    なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

    引のうち、リース取引開始日が平成20年12月

    31日以前のものについては、通常の賃貸借取

    引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

    用しております。

 

(3) リース資産

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

    リース資産

  …同左
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　 前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

５  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては過去の一定期間における貸倒実績から算

出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権など

特定の債権については個別に債権の回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上しております。

５  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、

将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。
 （3）ポイント引当金

　将来のポイントの使用により発生する費用に備え

るため、当事業年度末において発生していると認め

られるポイント債務額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

同左

 
 
 （3）ポイント引当金

同左
 

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上し

ております。

  なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)につい

ては、15年による按分額を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異については、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)

で、翌事業年度から定額法により費用処理しており

ます。

 

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上し

ております。

  なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)につい

ては、15年による按分額を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異については、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)

で、翌事業年度から定額法により費用処理しており

ます。

 
(会計方針の変更)

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その3）」（企業会計基準第19号 平成20年7月

31日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これによ

る営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える

影響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は684百万円であります。

　

(5) 役員退職慰労引当金

　執行役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に

基づく要支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

 同左

―――――――― (6) 関係会社事業損失引当金

  関係会社の事業の損失に備えるため、当該会社に

対する債権金額を超えて当社が負担することとな

る損失見込額を計上しております。
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前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

６  ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理を採用しております

が、特例処理の適用要件を満たしている金利スワッ

プについては、特例処理を採用しております。

６  ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……デリバティブ取引

             (金利スワップ取引)

ヘッジ対象……借入金金利

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  相場変動によるリスクを回避する目的で、対象物

の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッジして

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

  原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして、評価しております。但し、金利

スワップの特例処理を採用している場合は、決算日

における有効性の評価を省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

７  消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

７  消費税等の会計処理方法

同左
　
　

【会計処理方法の変更】

前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

――――――――

 

 

 

 

 

（婚礼・宴会部門に係る一部売上の計上基準の変更）　

  婚礼・宴会部門の売上のうち衣装・生花等の納入業者

を介する売上について、これまではお客様からいただいた

金額から納入業者へ支払う原価を差引いた差額を売上計

上しておりましたが、当事業年度より、お客様からいただ

いた金額を売上計上し、納入業者への支払いを売上原価と

して処理する方法に変更しております。

  これは、当該取引の増加により金額的重要性が増してい

るほか、当社の全体的なプロデュースによってサービスの

提供が行われる婚礼・宴会部門の事業特性や、顧客の信用

リスクを当社が負担していることなどを総合的に勘案し

たものであり、これにより経営成績がより適切に表示され

るものです。

  この変更により、従来の会計処理方法によった場合に比

べ、当事業年度の売上高および売上原価がそれぞれ3,310

百万円増加しておりますが、営業利益、経常利益、当期純利

益への影響はありません。

 

（「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）および「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

  これにより、当事業年度の営業利益および経常利益がそ

れぞれ10百万円減少しており、税引前当期純損失は172百

万円増加しております。

 

――――――――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
（平成22年12月31日）

当事業年度
（平成23年12月31日）

※１  担保提供資産の状況は次のとおりであります。

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する
長期借入金を含む）及び短期借入金28,475百万円
に対して次の担保を提供しております。

    （1）有形固定資産             31,620百万円
    （2）関係会社株式              4,070  〃
 
また、宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証券14百
万円を供託している他、資金決済に関する法律等に基づ
き、投資有価証券42百万円を供託しております。
 

※１  担保提供資産の状況は次のとおりであります。

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する
長期借入金を含む）及び短期借入金28,315百万円
に対して次の担保を提供しております。

    （1）有形固定資産             31,266百万円
    （2）関係会社株式              3,792  〃
 
また、宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証券14百
万円を供託している他、資金決済に関する法律等に基づ
き、投資有価証券51百万円を供託しております。
 

※２  関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ
れたもののほか次のものがあります。

        流動資産
          短期貸付金              7,808百万円
        流動負債
          短期借入金              1,442百万円
 

 
３  偶発債務として下記のとおり銀行取引に対する債
務保証があります。
 
㈱福井ワシントンホテルサービス  300百万円
パートナーローン（提携銀行の
従業員向け融資制度）利用者        0百万円
        計                      301百万円

※２  関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ
れたもののほか次のものがあります。

        流動資産
          短期貸付金              7,504百万円
        流動負債
          短期借入金              1,165百万円

なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計額
は、1,805百万円であります。
 

３  偶発債務として下記のとおり銀行取引に対する債
務保証があります。
 
㈱福井ワシントンホテルサービス  287百万円
㈱長崎ワシントンホテルサービス   50百万円
        計                      337百万円

　　 　　

４  当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
    行19行と当座貸越契約および貸出コミットメント
    ライン契約を締結しております。
    当事業年度における当座貸越契約および貸出コミ
    ットメントライン契約に係る借入金未実行残高等
    は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び
貸出コミットメントラインの総額      22,575百万円
借入実行残高                         6,975百万円
  差引額                            15,600百万円
　

４  当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
    行21行と当座貸越契約および貸出コミットメント
    ライン契約を締結しております。
    当事業年度における当座貸越契約および貸出コミ
    ットメントライン契約に係る借入金未実行残高等
    は次のとおりであります。
当座貸越極度額及び
貸出コミットメントラインの総額      22,525百万円
借入実行残高                         6,325百万円
  差引額                            16,200百万円
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(損益計算書関係)

前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

※１  事業別売上高内訳は次のとおりであります。

(1)ブライダル＆

     ラグジュアリーホテル事業  22,583百万円

(2)ホテルグレイスリー・

     ワシントンホテル事業      16,566  〃

(3)リゾート事業                 7,572  〃

(4) その他事業                    398  〃

  合計                         47,121  〃

※１  事業別売上高内訳は次のとおりであります。

(1)ブライダル＆

     ラグジュアリーホテル      21,184百万円

(2)ホテルグレイスリー・

     ワシントンホテル          15,236  〃

(3)リゾート                     6,228  〃

(4) その他                        359  〃

  合計                         43,009  〃

※２  事業別売上原価内訳は次のとおりであります。

(1)ブライダル＆

     ラグジュアリーホテル事業  19,734百万円

(2)ホテルグレイスリー・

     ワシントンホテル事業      15,487  〃

(3)リゾート事業                 6,450  〃

(4)その他事業                     697  〃

  合計                         42,370  〃
 

※２  事業別売上原価内訳は次のとおりであります。

(1)ブライダル＆

     ラグジュアリーホテル      18,527百万円

(2)ホテルグレイスリー・

     ワシントンホテル          14,676  〃

(3)リゾート                     5,328  〃

(4)その他                         657  〃

  合計                         39,190  〃
 

※３  販売費と一般管理費の比率は約40％と約60％であ

ります。

※３  販売費と一般管理費の比率は約40％と約60％であ

ります。

※４  営業外収益のうち、下記科目には、関係会社に係る

収益が含まれております。

      受取配当金               1,176百万円

 

※４  営業外収益のうち、下記科目には、関係会社に係る

収益が含まれております。

      受取配当金                 435百万円

 

※５  固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるもので

あります。　

※５  固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるもので

あります。　
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　 前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

 
※６  減損損失を認識した資産グループの概要
                                 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

遊休
不動産

長野県
茅野市他

土地 29

固定資産計 29

 
 

 
※６  減損損失を認識した資産グループの概要
                                 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設
三重県
鳥羽市

構築物 77

機械及び装置 26

その他 21

固定資産計 124

遊休
不動産

長野県
茅野市他

土地 30

固定資産計 30

合計 　

土地 30

構築物 77

機械及び装置 26

その他 21

固定資産計 154

                                 

（資産グルーピングの方法）
  当社は、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産にグルー

プ化し、事業用資産については事業の種類別（営業施設）

に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位にて資産のグルーピングを行いました。その他の

資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分しまし

た。

 

（資産グルーピングの方法）
  同左

 

（減損損失の認識に至った経緯）
  遊休不動産は、市場価値が下落している資産について減

損損失を認識しました。

 

（減損損失の認識に至った経緯）
  営業施設は、営業終了を決定した施設の資産について減

損損失を認識しました。遊休不動産は、市場価値が下落し

ている資産について減損損失を認識しました。

 
（回収可能価額の算定方法）
  営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを4％で割り引いて算定して

おります。遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、価格指標は鑑定評価額および相続税財

産評価基準に拠る評価額を使用しております。

 

（回収可能価額の算定方法）
  営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを3％で割り引いて算定して

おります。遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、価格指標は鑑定評価額および相続税財

産評価基準に拠る評価額を使用しております。

 

※７  固定資産除却損は、主に椿山荘や箱根小涌園などに

おける施設改装等によるものであります。
 

※７  固定資産除却損は、主に京都国際ホテルや椿山荘な

どにおける施設改装等によるものであります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
(株)

増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

　普通株式 5,658,700 10,527 1,815 5,667,412

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加      10,527株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少       1,815株

　

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
(株)

増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

　普通株式 5,667,412 3,824 3,522,260 2,148,976

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加       3,824株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  第三者割当実施による減少                       3,521,000株

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少       1,260株
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(リース取引関係)

　

前事業年度

(自  平成22年１月１日

  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日

  至  平成23年12月31日)

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

  婚礼・宴会事業における販売システム等のソ

フトウェアです。

(2) リース資産の減価償却の方法

  「重要な会計方針 ４ 固定資産の減価償却の

方法」に記載のとおりです。

  なお、リース取引開始日が、平成20年12月31日

以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりです。

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

  主に営業施設の熱源設備や、婚礼・宴会事業

における販売システムのソフトウェア等です。

(2) リース資産の減価償却の方法

  同左

（借主側）

  ①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

 
(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

 
(百万円)

工具・器具・

備品等
1,139 787 － 352

その他 63 34 － 28

合計 1,202 821 － 381

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

（借主側）

  ①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

 
(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

 
(百万円)

工具・器具・

備品等
770 609 － 160

その他 63 41 － 21

合計 833 651 － 181

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

  ②  未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

1年内 199百万円

1年超 181百万円

合計 381百万円

 

  ②  未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

1年内 140百万円

1年超 41百万円

合計 181百万円

 
  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

  ③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 249百万円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 249百万円

減損損失 －

 

  ③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 199百万円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 199百万円

減損損失 －
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前事業年度

(自  平成22年１月１日

  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日

  至  平成23年12月31日)

  ④  減価償却費相当額の算定方法

        リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

        とする定額法によっております。

  ④  減価償却費相当額の算定方法

        同左

　 　

２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

1年内 3,706百万円

1年超 35,988百万円

合計 39,694百万円

 

２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

1年内 3,637百万円

1年超 31,867百万円

合計 35,504百万円

 
　 　

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成22年12月31日）

１  子会社株式及び関連会社株式

　
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 522 683 160

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

        重要性が乏しい為、記載を省略しております。

　

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）および「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を適用しており

ます。

　

当事業年度（平成23年12月31日）

１  子会社株式及び関連会社株式

　
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 522 657 134

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

        重要性が乏しい為、記載を省略しております。
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(税効果会計関係)
　

前事業年度

(平成22年12月31日)

当事業年度

(平成23年12月31日)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(百万円)

繰延税金資産 　

  退職給付引当金超過額 2,737

  貸倒引当金超過額 475

  役員退職引当金 60

  投資有価証券評価損 438

  減損損失 2,342

  関係会社株式評価損 554

  繰越欠損金 1,059

  その他 271

  繰延税金資産小計 7,940

  評価性引当金 △3,735

  繰延税金資産合計 4,204

　 　

繰延税金負債 　

  固定資産圧縮積立金 △665

  繰延税金負債合計 △665

繰延税金資産(負債)の純額 3,539

 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(百万円)

繰延税金資産 　

  退職給付引当金超過額 2,534

  貸倒引当金超過額 566

  役員退職引当金 51

  関係会社事業損失引当金 480

  投資有価証券評価損 383

  減損損失 2,103

  関係会社株式評価損 690

  繰越欠損金 1,493

  資産除去債務 96

  その他 246

  繰延税金資産小計 8,646

  評価性引当金 △3,910

  繰延税金資産合計 4,736

　 　

繰延税金負債 　

  固定資産圧縮積立金 △570

  資産除去債務に対応する除去費用 △35

  繰延税金負債合計 △605

繰延税金資産(負債)の純額 4,130

 
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 40.7

（調整） 　

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目

1.5

  受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△30.4

  住民税等均等割 2.6

  評価性引当金の増加額 13.8

  税効果未認識項目の損金算入 △1.4

　 　

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

26.8

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

 
  税引前当期純損失が計上されているため、当該事

項の記載を省略しております。
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前事業年度

(平成22年12月31日)

当事業年度

(平成23年12月31日)

―――――――― ３  法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰

延税金負債の修正

 

  平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に

対応した税制の構築を図るための所得税法等の一

部を改正する法律」（平成23年法律第114号）およ

び「東日本大震災からの復興のための施策を実施

するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24

年４月１日以降開始する事業年度より法人税率が

変更されることとなりました。これに伴い、繰延税

金資産および繰延税金負債の計算に使用される法

定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて

以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで                  40.7％

平成25年１月１日から平成27年12月31日  38.0％

平成28年１月１日以降                  35.6％

  この税率の変更により繰延税金資産の純額が357

百万円減少し、当事業年度に費用計上された法人税

等の金額が同額増加しております。

 

　

(企業結合等関係)

     前事業年度（自  平成22年1月１日  至  平成22年12月31日）

     該当事項はありません。

　

     当事業年度（自  平成23年1月１日  至  平成23年12月31日）

     該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

　   当事業年度末（平成23年12月31日）

       資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

 

１株当たり純資産額 194円58銭

１株当たり当期純利益金額 9円05銭

  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり純資産額 165円04銭

１株当たり当期純損失金額 26円68銭

  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在
していないため記載しておりません。

　 　

(注)  算定上の基礎

１  １株当たり純資産額

　
前事業年度末

(平成22年12月31日)
当事業年度末

(平成23年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 22,650 19,792

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 22,650 19,792

期末の普通株式の数（千株） 116,406 119,925

　

２  １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

　
前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

　当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 1,053 △3,170

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）（百万円）

1,053 △3,170

　普通株式の期中平均株式数（千株） 116,411 118,842

　

(重要な後発事象）

　

前事業年度

(自  平成22年１月１日
  至  平成22年12月31日)

当事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

（東北関東大震災の影響について）

  平成23年３月11日に東北関東大震災が発生しました。

当社の施設に重大な損傷はありませんでしたが、一部の

施設において、点検や設備の復旧作業などにより営業を

縮小しております。なお、この震災により、旅行や宴会の

延期および計画停電の実施など、当社の営業活動および

業績に影響を与える可能性がありますが、現時点では影

響額の算定が困難であります。

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱静岡銀行 967,116 771

㈱三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

1,962,000 655

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,037,250 523

アサヒグループ
ホールディングス㈱

255,900 434

清水建設㈱ 1,232,868 390

コムシスホールディングス㈱ 315,000 253

サッポロホールディングス㈱ 588,000 175

三井住友トラスト・
ホールディングス㈱

585,000 138

ワシントンホテル㈱ 1,061,280 88

㈱東京ビッグサイト 10,000 25

その他  18銘柄 252,113 124

                                          計 12,266,527 3,582

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 満期保有目的の債券

第273回分離元本国債 30 28

第256回利付国債 14 13

分離利息国債
2019年３月

10 9

分離利息国債
2021年６月

9 8

分離利息国債
2020年６月

5 4

第301回利付国債 1 1

第311回分離元本国債 1 0

                              計 70 66
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 47,835 315 204 47,94621,8341,07126,111

  建物附属設備 28,6381,163534 ( 0)29,26822,612 950 6,656

  構築物 8,352 408 90 (77)8,670 5,620 266 3,050

  機械及び装置 3,369 128 91 (26)3,406 2,914 105 492

  車両運搬具 195 － － 195 181 9 14

  工具、器具及び備品 10,619 457 120 ( 0)10,9569,055 589 1,901

  土地 11,1502,771 31 (30)13,891 － － 13,891

  建設仮勘定 69 18 78 (20) 9 － － 9

  コース勘定 2,450 － － 2,450 － － 2,450

  山林 42 － － 42 － － 42

  その他 － 362 － 362 18 18 344

有形固定資産計 112,7255,6271,151(154)117,20162,2353,01154,966

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  商標権 － － － 105 91 3 13

  ソフトウェア － － － 747 552 54 194

  電話加入権 － － － 98 － － 98

  その他 － － － 871 569 32 302

無形固定資産計 － － － 1,824 1,214 89 609

長期前払費用 118 2 0 120 55 23 64

　

(注)1  当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。                            金額（百万円）

建物 木春堂改装工事 等 椿山荘 198

　 京都国際ホテルステーキハウス移設 等 事業本部 87

建物附属設備 中央監視システム更新 等 フォーシーズンズホテル 339

　 木春堂改装 空調設備 等 椿山荘 306

　 京都国際ホテルステーキハウス移設 空調設備 等 事業本部 154

　 源泉配管設備更新 等 箱根小涌園 124

構築物 三重塔改修 等 椿山荘 231

工具、器具及び備品 ＬＥＤ照明工事 フォーシーズンズホテル他 63

土地 太閤園隣接地取得 太閤園 2,771

その他 熱源設備（ＥＳＣＯ）導入 フォーシーズンズホテル 357

　 　 　 　

(注)2  当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。                          金額（百万円）

建物 京都国際ホテルステーキハウス移設に伴う一部除却 等 事業本部 33

　 木春堂改装に伴う一部除却 等 椿山荘 18

建物附属設備 同上 椿山荘 16

　 　 　 　

(注)3  無形固定資産については、資産総額の100分の1以下のため「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少

額」の記載を省略いたしました。

　 　 　 　
(注)4  当期減少額のうち（  ）内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 4,475 953 333 － 5,095

賞与引当金 84 74 84 － 74

ポイント引当金 51 47 51 － 47

役員退職慰労引当金 73 4 22 － 55

関係会社事業損失引当金 － 1,285 － － 1,285
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

(a)流動資産

(1) 現金及び預金

　

摘要 金額(百万円)

現金 157

預金

当座預金 6,119

普通預金 2

別段預金 4

振替貯金 1

外貨預金 1

小計 6,130

合計 6,287

　

(2) 売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱ＪＡＬツアーズ 104

ＡＮＡセールス㈱ 102

㈱ジェイティービー 69

㈱大栄トラベル 32

㈱日本旅行 19

その他  (注) 1,975

計 2,302

(注)  ㈱ビコ  他

　

(ロ)売掛金の発生及び回収状況

　

前期繰越高
Ａ

(百万円)

当期発生高
Ｂ

(百万円)

当期回収高
Ｃ

(百万円)

次期繰越高
Ｄ

(百万円)

回転率  Ｅ
(回)

Ｂ÷
Ａ＋Ｄ
２

回収率
(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間
(日)

365日÷Ｅ

2,338 28,309 28,346 2,302 12.2 92.5 30

(注)  当期発生高と当期売上高との差は現金売上および消費税等によるものであります。

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

112/124



　

(3) 商品及び製品
　

摘要 金額(百万円)

売店商品 70

計 70

　
(4) 原材料及び貯蔵品

　

摘要 金額(百万円)

料理材料 129

飲物材料 63

その他の材料 8

客用消耗品 35

広告宣伝材料 13

その他の雑品 57

計 307

　
　

　
　

(5) 短期貸付金
　

摘要 金額(百万円)

関西エアポートワシントンホテル㈱ 4,178

藤田グリーン・サービス㈱ 828

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱ 604

キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱ 603

福井ワシントンホテルサービス㈱ 416

その他 872

計 7,504

　
(b)固定資産

(6) 関係会社株式
　

摘要 金額(百万円)

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 7,063

藤田プロパティマネジメント㈱ 528

東海汽船㈱ 522

藤田ホテルマネジメント㈱ 200

札幌ワシントンホテル㈱ 200

その他 969

計 9,483

　
(7) 差入保証金

　

摘要 金額(百万円)

不動産賃借保証金 6,492

取引保証金 21

計 6,514
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負債の部

(a)流動負債

(1) 買掛金
　

相手先 金額(百万円)

高瀬物産㈱ 53

ワイエイチ富士㈱ 38

日本産業㈱ 29

㈱定松 27

西喜水産㈱ 25

その他  (注) 1,320

計 1,494

(注)  藤田水産㈱  他

　
(2) 借入金

(イ)短期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱八十二銀行 1,400

㈱常陽銀行 1,200

㈱横浜銀行 600

㈱三井住友銀行 600

㈱静岡銀行 525

その他  (注) 3,415

計 7,740

  (注)  ㈱秋田銀行  他 　

　 　

(ロ)１年内返済予定の長期借入金

 
　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,228

㈱みずほコーポレート銀行 1,123

中央三井信託銀行㈱ 961

みずほ信託銀行㈱ 647

㈱日本政策投資銀行 631

その他  (注) 1,904

計 6,496

(注)   ㈱静岡銀行  他
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(b)固定負債

(ハ)長期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 5,288

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,177

中央三井信託銀行㈱ 3,917

㈱日本政策投資銀行 3,118

みずほ信託銀行㈱ 2,611

その他  (注) 7,927

合計 28,039

(注)  ㈱静岡銀行  他

　

(3) 会員預り金

　

摘要 金額(百万円)

カメリアヒルズカントリークラブ入会預託金 8,023

フジタルーデンスクラブ預託金 1,696

ウィスタリアンライフクラブ預託金 1,642

フォーシーズンズホテル椿山荘東京スパ保証金 1,241

藤田日新会保証金 684

フジタグリーンメンバーズ預託金 318

その他 3

計 13,609

　

(4) 退職給付引当金

　

摘要 金額(百万円)

退職給付債務 7,403

未認識数理計算上の差異 △698

会計基準変更時差異の未処理額 321

計 7,027

(3) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

115/124



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 6月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取、買い増し 　

    取扱場所
(特別口座)
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
中央三井信託銀行株式会社  証券代行部

    株主名簿管理人
(特別口座)
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

    取次所 ―

    買取・買い増し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法
とする。
公告掲載アドレス  http://www.fujita-kanko.co.jp/ir/announce.html

株主に対する特典 　 　

    権利確定日 平成23年６月30日 平成23年12月31日

    有効期限
平成23年10月１日から
平成24年３月31日まで
(平成23年９月中旬発送)

平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで
(平成24年３月中旬発送)

　 　 　 　 　 　

種類 割引率 割引限度額
1,000～
2,999株

3,000～
4,999株

5,000株以上

①宿泊株主優待券 50％ 20,000円

共通優待券
10枚

共通優待券
20枚

共通優待券
30枚

②レストラン株主優待券 20％ 10,000円

③箱根小涌園ユネッサン・下田海
中水族館共通株主優待券

50％ 1枚10名様迄

④提携施設株主優待券（ワシント
ンホテルプラザチェーン）

20％ 10,000円 3枚 6枚 9枚

(注)  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号および単元株式数となる数

      の株式の売渡請求以外の権利を行使することができません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度  第78期(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)平成23年３月24日に関東財務局長に提出

　
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度  第78期(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)平成23年３月24日に関東財務局長に提出

　
(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第79期第１四半期(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)平成23年５月13日に関東財務局長に提出

第79期第２四半期(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)平成23年８月12日に関東財務局長に提出

第79期第３四半期(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)平成23年11月11日に関東財務局長に提出

　
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づく臨時報告書

平成23年10月６日に関東財務局長に提出

　
(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づく臨時報告書

平成24年２月14日に関東財務局長に提出

　
(6) 有価証券届出書及びその添付書類

第三者割当による自己株式の処分

平成23年４月７日に関東財務局長に提出

　
(7) 有価証券届出書の訂正届出書

上記(6)の有価証券届出書に係る訂正届出書

平成23年４月８日に関東財務局長に提出

　
(8) 有価証券届出書の訂正届出書

上記(6)の有価証券届出書に係る訂正届出書

平成23年４月11日に関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

118/124



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年３月24日

藤田観光  株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    光 一 郎    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊    地    康    夫    ㊞

　
　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている藤田観光株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、藤田観光株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、藤田観光株式会社

の平成22年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、藤田観光株式会社が平成22年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年３月27日

藤田観光  株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    塩    信    一    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田 久 保       謙       ㊞

　
　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている藤田観光株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、藤田観光株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、藤田観光株式会社

の平成23年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、藤田観光株式会社が平成23年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
　

　
平成23年３月24日

藤田観光  株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    光 一 郎    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊    地    康    夫    ㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている藤田観光株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第78期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、藤田観光株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
　

　
平成24年３月27日

藤田観光  株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    塩    信    一    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田 久 保       謙       ㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている藤田観光株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第79期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、藤田観光株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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